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WTO/TBT協定の発効や経済のグローバル化の急速な進展に伴い、国際標準を獲得し、自国産業が優位性を有する新技
術・新製品等の国際市場への普及を図ることは、重要な国際戦略となっています。
そのため、我が国の国際標準化活動を抜本的に強化すべく、経済産業省では2006年11月に「国際標準化戦略目標」を策
定し、「2015年までに国際標準の提案件数倍増、欧米並みの幹事国引受数実現」を目標として掲げました。また、この目標
を確実に達成するため、日本工業標準調査会（JISC）は、「国際標準化アクションプラン」を策定（2007年７月策定、
2008年５月改訂）し、官民を挙げての戦略的な国際標準化に関する取組を強力に推進することとしています。
本事業は、これらの取組の一環として、第３期科学技術基本計画における重点推進分野である「ライフサイエンス」、

「情報通信」、「環境」、「ナノテクノロジー・材料」の４分野及び「エネルギー」、「ものづくり技術」分野等を中心に、標準
化のための研究開発を柱とした我が国主導の戦略的な国際標準化活動を推進し、着実に国際標準の制定まで結びつけるこ
とにより、我が国の研究開発成果の国際市場展開や産業競争力の強化を加速するとともに、安全・安心な低炭素社会の構
築を促進し、持続的発展のできる国づくりに寄与することを目的としています。

新技術・新素材等の研究開発段階が終了し、技術的ブレイクスルーを達成しているものにおいて、第３期科学技術基本計画
における重点推進分野である「ライフサイエンス」、「情報通信」、「環境」及び「ナノテクノロジー・材料」の４分野及び「エ
ネルギー」、「ものづくり技術」分野等を中心として、JISCが策定した国際標準化アクションプランに基づき、我が国が技術的
に優位にあり、かつ標準化ニーズが高く着実に国際標準の獲得が見込めるものなど、重点的に推進すべきテーマを選定し
①標準化の可能性・方向性の検証（必要に応じて標準化フィージビリティスタディの実施）
②標準化のための研究開発（データ取得・比較検討・再現性確認のための検証試験等）
③国際標準案の作成・提案（評価・試験方法等の確立、標準原案のとりまとめ、関係者の合意形成等）
④国際標準化活動（賛同国作り、国際会議出席等の各種活動支援・フォローアップ等）

公と民等による共同プロジェクトにより、我が国主導での戦略的な国際標準化活動を強力に推進し、我が国の技術を盛り
込んだ国際標準を着実に獲得します。

本事業は、平成9年度の創設以降、多くのテーマについて国際標準化のための研究開発を行い、そのうち117テーマにつ
いては既に研究開発を終了し、国際標準案の提案等、国際標準化活動を積極的に実施しているところです。
平成21年6月末現在で、国際標準案として提案したもののうち既に117件の国際標準が成立し、121件については投票段
階（成案として審議されているもの）に入っています。
注）本事業は、平成9～13年度はNEDO経由で実施し、平成14年度からは国から直接民間団体等に委託又は補助により実施しています。

Ⅰ. 国際標準共同研究開発事業の概要

2．事業の内容

3．これまでの成果

国際標準化へのアプローチ・進捗状況
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国際標準化段階 

進行中 
テーマ 
20年度 

19年度 

18年度 

17年度 

～16年度 

終了年度 

平成21年6月末現在 

準備 IEC/CDV
段階 ISO/DIS

0 1 2 3 4 5 6 

FDIS IS 

国際標準化段階（提案件数） 

終了年度 テーマ数 NWIP WD CD 

79 19 4 10 8 6 2 80 

17年度 

～16年度 

13 4 1 1 0 5 3 11 

18年度 10 5 0 0 0 6 0 9 

19年度 6 5 4 4 5 4 0 2 

20年度 9 10 2 7 7 7 1 3 
進行中 
テーマ 44 62 5 11 13 4 1 12 

合　計 32 33 33 16 117  7 105 161 

０：原案策定グループでの準備段階 
１：新規業務項目の提案段階 
２：原案検討参画グループでの作業段階 
３：技術委員会での審議段階 
＊国際規格（IS）になるまでには提案から３～５年必要 

４：技術委員会最終文書の承認段階 
５：国際規格案の承認段階 
６：国際規格の発行段階 

1．事業の目的
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4．事業のコンセプト
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Ⅱ．平成21年度国際標準共同研究開発事業
1．平成21年度事業一覧

（1）委託事業

8

10

11

12

14

15

16

17 センシング用半導体レーザの試験・評価方法に関する標準化

繊維製品の試験方法に関する標準化

急峻繰返しインパルスの部分放電計測に関する標準化

多層カーボンナノチューブ及びフラーレンの計測・評価法に関する標準化

簡易型蛍光X線分析器を用いた土壌汚染検出法に関する標準化

ブローブ情報システムの匿名性・セキュリティ評価基準等に関する標準化

光触媒材料のバイオフィルム抑制効果評価方法に関する標準化

情報分野の競争力強化に関する標準化
（携帯用情報機器の4方向キーインタラクションに関する標準化　他）

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H20～H22

H20～H22

H20～H22

H20～H22

JFEテクノリサーチ（株）

（社）地盤工学会

学校法人慶應義塾 慶應義塾大学SFC研究所

（独）産業技術総合研究所
（社）日本ファインセラミックス協会

13 鉛フリーはんだを用いたフローはんだ付け機器の損傷抑制技術の
評価試験方法に関する標準化 H19～H21

（社）電子情報技術産業協会
（財）日本電子部品信頼性センター
国立大学法人大阪大学接合科学研究所

（財）日本規格協会
（独）産業技術総合研究所
（社）繊維評価技術協議会
国立大学法人徳島大学

（社）電気学会
（独）国立高等専門学校機構 奈良工業高等
専門学校

18 SFP光伝送モジュールの機械的信頼性評価方法に関する標準化 H20～H22 （財）光産業技術振興協会（株）白山製作所

19 周波数制御・選択に係るMEMSデバイスの評価方法に関する標準化 H20～H22 （社）電子情報通信学会日本大学理工学研究所

（財）光産業技術振興協会
国立大学法人豊橋技術科学大学

NO テーマ名 事業期間 実施団体

21 バイオメトリクス（顔画像品質等）評価技術に関する標準化 H20～H22 （財）ニューメディア開発協会（株）日立情報制御ソリューションズ

23 バイオチップの互換性及び評価方法に関する標準化 H20～H22 バイオチップコンソーシアム
東レ（株）

20 小型ジャイロMEMSデバイスの性能評価方法に関する標準化 H20～H22 （財）マイクロマシンセンター（独）産業技術総合研究所

22 RFID機器が植え込み型医療機器に及ぼす影響の評価試験方法に関する
標準化 H20～H22 （社）日本自動認識システム協会国立大学法人北海道大学

24 ジメチルエーテル（DME）燃料に関する標準化 H20～H22 （独）産業技術総合研究所（社）自動車技術会

25 再生混合ポリオレフィンに関する標準化 H20～H22 日本プラスチック工業連盟
（株）住化分析センター

26 ファインセラミックス薄膜特性の外部環境影響の評価方法に関する
標準化 H20～H22 （社）日本ファインセラミックス協会学校法人東海大学

27 プローブ情報プラットフォームに関する標準化 H20～H22 （財）日本情報処理開発協会（株）アイ・トランスポート・ラボ

28 マグネシウム地金・合金中酸素の分析方法に関する標準化 H20～H22 （独）産業技術総合研究所日本マグネシウム協会

1 生体活性セラミックスの特性評価に関する標準化 H19～H21 （社）日本ファインセラミックス協会

2 排出ガス中の揮発性有機化合物（VOC）濃度の測定方法に関する標準化 H19～H21 （社）産業環境管理協会

3 SOFC単位セルアッセンブリー試験方法に関する標準化 H19～H21 （独）産業技術総合研究所

5 ポリマー光導波路の性能評価に関する標準化 H19～H21 （財）光産業技術振興協会

6 生分解性プラスチックの微生物嫌気分解試験方法に関する標準化 H19～H21 （財）バイオインダストリー協会（独）産業技術総合研究所

7 建材の部位別性能評価法に関する標準化 H19～H21 （社）日本建材・住宅設備産業協会（株）ドット・コーポレーション

4 バイオメトリクスアプリケーションインタフェース標準規格への適
合性試験に関する標準化 H19～H21

（社）日本自動認識システム協会
沖ソフトウェア（株）

9 発熱分解エネルギー測定に関する標準化 H19～H21 （独）産業技術総合研究所（社）全国火薬類保安協会
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（2）補助事業（基準認証研究開発事業）

（3）標準化フィージビリティスタディ

NO テーマ名 事業期間 実施団体

1 5軸マシニングセンタの運動精度試験方法に関する標準化 H19～H21 （社）日本工作機械工業会

2 産業オートメーションにおける制御機器管理統合システムに関する標準化 H19～H21 （社）日本電気制御機器工業会

3 セラミックス基板の熱疲労特性試験方法に関する標準化 H19～H21 （社）日本ファインセラミックス協会

NO テーマ名 事業期間 実施団体

1 環境計測のための免疫測定方法に関する標準化フィージビリティスタディ

2 電力ケーブルの経済性・環境性の評価に関する標準化フィージビリティスタディ

3 ナノフォトニクスの模造品防止技術応用に関する標準化フィージビリティスタディ

4 バイオマス度測定法に関する標準化フィージビリティスタディ

5 非鉛異方性圧電材料の性能評価方法に関する標準化フィージビリティスタディ

6 ホログラムの光学的特性測定方法に関する標準化フィージビリティスタディ

7 マルチモーダル生体認証における認証評価基準に関する標準化フィージビリティスタディ

8 半導体デバイスに関する標準化フィージビリティスタディ

NO テーマ名

31 社会セキュリティ及びリスクマネジメントに関する標準化 H20～H22 （財）日本規格協会（株）三菱総合研究所

30 住宅用外装材の長期耐久性評価手法に関する標準化 H20～H22 （財）建材試験センター国立大学法人東京大学

32 組織の社会的責任（SR）に関する標準化 H20～H22 （財）日本規格協会（株）三菱総合研究所

35 繊維製品中の発がん性染料の試験方法に関する標準化 H21～H23 （社）繊維評価技術協議会（株）東レリサーチセンター

36 チェーンの小形シャルピー衝撃試験評価法に関する標準化 H21～H23 （社）日本産業機械工業会（株）キトー

37 ダイヤモンドライクカーボン（DLC）膜及び評価方法に関する標準化 H21～H23 一般社団法人ニューダイヤモンドフォーラム
ナノテック（株）

38 ナノ材料規格等に関する標準化　 H21～H23 JFEテクノリサーチ（株）
（独）産業技術総合研究所

39 MEMSにおける形状計測法に関する標準化 H21～H23 （財）マイクロマシンセンター国立大学法人神戸大学

40 工作機械の機械安全に関する標準化 H21～H23 （社）日本工作機械工業会（独）労働安全衛生総合研究所

41 消費者関連規格に関する標準化 H21～H23 （財）日本規格協会主婦連合会

34 アクセシブルデザインの体系的技術に関する標準化 H21～H23 （独）産業技術総合研究所（財）共用品推進機構

33 エネルギーマネジメントシステムに関する標準化 H20～H22 （財）エネルギー総合工学研究所（株）三菱総合研究所

29 案内図記号に関する標準化 H20～H22 交通エコロジー・モビリティ財団
（株）アイ・デザイン



6

［事業期間　H19～H21］

1．生体活性セラミックスの特性評価に関する標準化

1．開発の背景・目的
リン酸カルシウム系人工骨を中心とした生体活性セラミ

ックスは従来から国内各社が多様な製品を販売する一方、
より優れた特性の製品開発を進めるなど、製品の性能や市
場規模の面で世界をリードしています。実際、我が国では
骨移植の約3割に人工骨が用いられ、さらに今後、再生医
療のスキャフォールド材としても注目されています。従来
からの多孔質や緻密質の焼結体の他、新たに水和硬化して
アパタイト等を生成するような骨ペーストや、生体吸収材
料との複合体等も製品化され、市場が一段と拡大していま
す。しかしながら、その特性の評価方法は定まっていない
ため、各社が類似の規格を準用したり独自に規格を定めた
りしてきました。その結果、製品を相互に比較することは
困難で、ユーザー、メーカー双方にとって不都合であるほ
か、実際の臨床と必ずしも対応しないデータも見られます。
本事業では生体活性セラミックスの性能を公正に評価で

きる試験方法を確立し国際標準化を目指します。

2．標準化概要
生体活性セラミックス多孔質の構造及び力学的特性、骨

ペーストの硬化特性及び化学的特性について標準化を行い
ます。構造中の気孔の細かい経と大きな径の測定方法、力
学的強度の測定方法、有効な気孔、強度等を評価できるよ
うにします。生体内に準じた環境下での硬化時間や機械的
強度、硬化反応・溶解条件などの化学的特性についての適
切な評価測定方法を定めます。
3．平成21年度計画
多孔質材料の構造中の気孔径の測定方法（マイクロCT、

SEMとHgポロシメーター）の違いによる多孔体の気孔評
価方法、生体内に準じた環境下での多孔質材料の強度試験
方法を確立します。
骨ペースト材料の生体内に準じた環境下での硬化時間や

流動特性、強度及び溶解性についての適切な評価測定方法
を確立します。これらの結果に基づきJIS原案、ISO原案
を作成します。

4．研究開発実施団体
（社）日本ファインセラミックス協会

5．国際規格提案先
ISO/TC150（外科用体内埋没材）/SC1（材料）

6．幹事国
ドイツ（ISO/TC150/SC1）

7．国内審議団体
ファインセラミックス国際標準化推進協議会

2．研究開発内容

（1）委託事業
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［事業期間　H19～H21］

2．排出ガス中の揮発性有機化合物（VOC）濃度の測定方法に関する標準化

4．研究開発実施団体
（社）産業環境管理協会

5．国際規格提案先
ISO/TC146（大気の質）

6．幹事国
オランダ（ISO/TC146）

7．国内審議団体
（社）産業環境管理協会

1．開発の背景・目的
近年、VOCは大気中の光化学オキシダントや浮遊粒子

状物質生成の原因物質として、欧米や我が国で規制物質の
対象となっています。我が国では大気汚染防止法の改正に
より、塗装や印刷インキ工場等など6業種の大規模施設か
ら排出される排ガス中のVOC濃度を測定することが義務
付けられ、環境省告示の測定法では、ダクトより直接捕集
バッグに採取し、FID方式又は酸化触媒型－非分散赤外吸
収方式（NDIR方式）に基づく自動計測器を用いて全VOC濃
度（ppmC）として測定する方法が規定されています。既
にこの測定法はJIS原案が作成されており、数社がVOC測定
装置を開発し、販売を開始している状況であります。
一方、欧州標準委員会（CEN）は燃焼排ガス中の低濃

度の全VOC（低濃度）を水素炎イオン化検出器（FID）に
より連続測定する方法を規格化していますが、高濃度
VOCの測定法に関しての規格はありません。
本事業では、日本が開発した排ガス中の高濃度VOCの

自動測定法を、日本のJIS規格案をベースに国際規格化す
ることを目的としています。

2．標準化概要
規格成立に向け、TC146/SC1へ日本が提唱する触媒酸

化－NDIR方式に基づく自動計測器について平成19年10月
の国際会議でNP提案し、参加者の理解を得たため、平成
20年に規格作成を開始させ平成21年までの3年間で、
ISO/CD案までを作成する予定です。そのため、ISO作成
に必要なVOC濃度測定方法（自動計測器）の機器性能評
価試験、機差試験、試験所間比較試験、実排ガスによる試
験を行い、データを取得し、国内委員会を設置し内容を審
議します。
3．平成21年度計画
平成19年度に自動計測器の性能試験、3試験所での試験

間比較試験、平成20年度に塗装試験所での模擬ガス及び
印刷工場からの排出ガス中の全VOCの測定試験を行いま
した。また、平成20年10月に開催したISO/TC146/SC1会
合にて新規提案が承認され、12月にNP投票が開始、平成
21年3月に可決さています。本年度は、国内委員会を設け、
WDに相当するISO原案を作成します。平成21年10月の国
際会議に参加し、WGの立ち上げ及びWDの内容を審議し
ます。

本標準化で実際に性能評価試験に用いている装置３種類（NDIR写真）

NDIR計測器による構成例

以下JIS原案より転用
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［事業期間　H19～H21］

3．SOFC単位セルアッセンブリー試験方法に関する標準化

1．開発の背景・目的
固体酸化物形燃料電池（SOFC）は700～1000℃で運転

される燃料電池で各種燃料電池中、最も高い効率が期待さ
れています。また、構造も簡素であるので小型システムか
ら商用電力システムを目指した研究開発まで幅広い研究開
発が実施されており、家庭用等の小型システムについては
現在、フィールド試験が実施中です。しかしながら、
SOFCセルは燃料利用率、運転温度等の運転パラメータあ
るいはシールの状況等、セルのアッセンブリーの仕方によ
って測定性能が大きく異なるため開発の進展に従い、
SOFCセルの標準的な試験方法が望まれております。
本事業ではこのような問題に対し、共通性が比較的高く

発電試験が容易になるような単位セルアッセンブリーのあ
り方を確定するとともに、セルアッセンブリーの測定条件
等が発電性能に及ぼす影響を調査・研究しSOFC単位セル
アッセンブリー試験方法の標準化を行うことによりSOFC
の開発を促進し、商用化を支援することを目的としていま
す。

2．標準化概要
SOFC単位セル本体とセル周辺部を合わせて単位セルア

ッセンブリーとし、共通性が高く発電試験が容易になるよ
うなセルアッセンブリーのあり方を確定します。また試験
温度、ガス流量・組成の制御、出力電圧・電流等の測定方
法等を検討するとともに試験条件、試験手順を確立し、
SOFC単位セルアッセンブリーの発電性能試験方法につい
て国際標準原案を作成します。
3．平成21年度計画
定格試験や電流-電圧測定試験などに対し、セルの前処

理方法、出力が安定するまでの時間、供給するガスの組成
変化が出力測定に与える影響等を調査し昨年度作成した素
案内容を改善します。また、SOFC単位アッセンブリー内
の集電・ガス供給板の厚さが出力に与える影響等について
調査を行いこれらの結果から規格原案を作成します。

4．研究開発実施団体
（独）産業技術総合研究所

5．国際規格提案先
IEC/TC105（燃料電池）

6．幹事国
ドイツ（IEC/TC105）

7．国内審議団体
（社）日本電機工業会
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［事業期間　H19～H21］

4．バイオメトリクスアプリケーションインタフェース標準規格への適合性試験に関する標準化

4．研究開発実施団体
（社）日本自動認識システム協会
沖ソフトウェア（株）

5．国際規格提案先
ISO/IEC/JTC1（情報技術）/SC37（バイオメトリクス）
/WG2（バイオメトリクス技術的インターフェース）

6．幹事国
アメリカ（ISO/IEC/JTC1/SC37）

7．国内審議団体
（社）情報処理学会

1．開発の背景・目的
入国審査における不審人物の確認や、銀行ATMにおける

本人認証などの社会インフラシステムにおいて、なりすま
しによるセキュリティ上の問題を解決するため、バイオメ
トリック（生体認証）技術の導入が国内外で進んでいます。
顔認証などのバイオメトリック認証装置と上位アプリケ

ーションとの相互接続仕様は、各社各様であったため、メ
ーカーが違えば互換性が取れない状況でした。このため、
システムの調達者、ベンダー、インテグレータにとって
様々な問題が生じていました。
この問題の解消をめざし、各階層での相互接続仕様を明

確にするバイオメトリクスアプリケーションインタフェー
ス（BioAPI）の国際標準規格開発が進められました。
本事業では、バイオメトリックシステムのBioAPI規格に

対する適合性を検証する方法について標準化を行います。
具体的には、BioAPIフレームワークに対する適合性試験
（ISO/IEC24709-3）の国際規格の策定を目指します。
また、適合性試験の実施様態に関しての調査と検討を行

い、提言を実施します。

2．標準化概要
（1）国際規格ISO/IEC19784（BioAPI 2.0）に準拠したバ
イオメトリクスのシステムがこの国際規格に適合してい
ることを検証する試験方法を構築し、ISO/IEC24709-3
の国際規格化を推進します。

（2）ISOが推奨する方式（ISO CASCO）に則り、国内に
於ける本規格（ISO/IEC19784）への適合性を検証し、
公正な認定、公開の方法、組織等、実運用に向けた検討
を継続します。

3．平成21年度計画
3年計画の3年目である本年度はISO/IEC24709-3のFDIS

化を目指します。そのために委員会などを活用して提案の
妥当性を多面的に検証します。また、2度の国際会議にお
いて各国の同意を得るための説明及び議論を行います。
BioAPIの適合性についての実運用に向けた検討では、昨

年度までの研究結果をふまえ、今後の整備すべき検討組織、
試行組織の具体的な機能と内容に関して検討を行います。
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［事業期間　H19～H21］

5．ポリマー光導波路の性能評価に関する標準化

4．研究開発実施団体
（財）光産業技術振興協会

5．国際規格提案先
IEC/TC86（ファイバオプティクス）/JWG9（光電子アセンブリ）
ISO/TC172（光学及びフォトニクス）
/SC9（エレクトロオプティカルシステム）
/WG7（レーザー以外のエレクトロオプティカルシステム）

6．幹事国
日本（IEC/TC86/JWG9）、（ISO/TC172/SC9/WG7）

7．国内審議団体
（社）電子情報通信学会（IEC/TC86/JWG9）
（財）光産業技術振興協会（ISO/TC172/SC9/WG7）

1．開発の背景・目的
光配線板として、経済性に優れるポリマー光導波回路は、

次世代FTTH構築用有機部材、携帯電話や光情報処理装置
のボード間、ボード内のインターコネクション部材など、
適用ターゲットが明確になりつつあり、新技術開発が順調
に進んでいます。これらの用途を対象とした場合、高信頼
性通信用部材に求められる性能評価法ではなく、ポリマー
光導波回路に適した低コストな性能評価法の標準化が課題
となっています。中でも、安定した製品による市場の拡大
を図るためには、簡易性能評価法の開発、評価データの収
集、並びに規格化が、製造者及びユーザの双方から強く求
められています。現在、ファイバの試験法は規格化されてい
ますが、光配線板として分類されるポリマー光導波路の性能
測定方法および試験方法については規定されていません。
本事業では、ポリマー光導波路に適した性能評価法を確

立し、評価データを蓄積することにより、国際規格の策定
を目指します。

2．標準化概要
ポリマー光導波路等の光配線板の光学的性能の評価基

準、評価方法を明らかにします。また、ポリマー光導波路
の劣化メカニズムを、環境条件、磨耗故障等の点から実験
的に明らかにし、ポリマー光導波路の信頼性評価条件や手
法との整合性を考慮した、評価手段や故障判定基準等の国
際規格提案をします。
3．平成21年度計画
標準規格策定に向け、ポリマー光導波路等の光学的性能

の評価基準、評価方法を明らかにします。また、ポリマー
光導波路の劣化メカニズムを、環境条件、磨耗故障等の点
から実験的に明らかにします。その結果を元にポリマー光
導波路の信頼性評価条件や手法との整合性を考慮した、評
価手段や故障判定基準等の国際規格提案の準備を進めま
す。そして、関連するIEC国際会議へ専門委員を派遣し、
最新データを逐一審議に反映させ、諸外国の企業・大学訪
問等により、審議への協力を要請します。

図　PCS光ファイバの伝送モード分布推移 （a）半値全幅 図　二次元遠視野像における従来の伝送モード分布表現法

図　マンドレル型モードスクランブラ 図　EAFにより表現された伝送モード分布の光ファイバ依存性



11

［事業期間　H19～H21］

6．生分解性プラスチックの微生物嫌気分解試験方法に関する標準化

4．研究開発実施団体
（財）バイオインダストリー協会
（独）産業技術総合研究所

5．国際規格提案先
ISO/TC61（プラスチック）/SC5（物理・化学的性質）
/WG22（生分解性）

6．幹事国
アメリカ（ISO/TC61/SC5）

7．国内審議団体
日本プラスチック工業連盟

1．開発の背景・目的
生分解性材料の嫌気的分解処理はメタンとしてのエネル

ギー回収が見込めるため、今後発展していく分野です。
嫌気条件の生分解度の評価法の I SO規格として

ISO14853、15985が既に存在しますが、我が国で用いら
れる嫌気分解処理装置及び方法とは異なっており、嫌気発
酵処理装置での生分解度を正しく評価する試験方法となっ
ていない等の問題点があり、かかる観点から、我が国の装
置及び評価に適用可能な微生物嫌気分解試験方法の開発及
び標準化を行う必要があります。
本事業では、最適嫌気発酵条件の検討、規格としての国

際整合性を検討し、海外研究機関と共同研究を実施し、国
際標準規格案を目指します。
本試験法を国際標準化することにより、

（1）我が国が海外の試験機関に依存する高価な試験費用の
削減につながります。

（2）研究開発期間の短縮及び関連製品の応用開発を迅速に
行うことができます。

（3）試験装置の販売及び生分解性プラスチック製品の拡販
に寄与します。

2．標準化概要
嫌気条件での生分解度の評価法のISO規格として

ISO14853、15985が既に存在しますが、我が国で用いら
れる嫌気分解処理装置及び方法とは異なっており、嫌気発
酵処理装置での生分解度を正しく評価する試験方法となっ
ていない等の問題点があります。かかる観点から、我が国
の装置及び評価に適用可能な微生物嫌気分解試験方法の開
発及び標準化を行います。
3．平成21年度計画
今年度は、MODA-Bを用いて、国内の再委託研究機関及

び海外（スウェーデン、イタリア、韓国及びインド）と共
同研究を行い、嫌気処理条件に基づいた生分解性高分子材
料の生分解性の技術基盤を固める。また、ワークショップ
（於：名古屋大）を開催し、海外共同研究機関と技術交流
を図る。国際標準化活動として、第58回国際会議
（ISO/TC61/SC5/WG22、イタリア（ローマ）で開催）に
積極的に参画し、このNP提案（NWIP-N1144）をCDに進
めることを目指します。
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［事業期間　H19～H21］

7．建材の部位別性能評価法に関する標準化

1．開発の背景・目的
建材JISの要求事項は、その多くがメーカーの品質管理

事項であり、住宅に求められる性能と建材JISの要求事項
が必ずしも対応しておりません。そのため、建材JISのユ
ーザーである設計者や施工業者は、JISの要求事項とは別
に、その使用目的に合わせて、試験結果や経験に基づいて
建材を選定しているというのが現状です。
このような状況を改善するためには、住宅に求められる

性能を壁・床・天井等の部位別に分類し、部位別の性能を
評価する方法を標準化する必要があります。その結果、部
位別性能評価を確実に行うために必要な建材JISが整備さ
れ、ユーザーによる建材の選定の合理化、JISマーク制度
の普及、活用が期待されます。
本事業は、部位別の要求性能を明確にし、建築材料の製

品性能データなどによるシミュレーションと実証試験等か
ら、客観性、信頼性の高い部位別性能評価法JIS原案及び
ISO原案を作成し、建築関係者に広く普及することを目的
としています。

2．標準化概要
（1）ISO 6241（建築物のユーザー要求性能）とJIS A
0030（建築の部位別性能分類）等を基盤として壁・開
口部、床、屋根・天井などの部位別の要求性能項目につ
いてのJIS/ISO原案を作成します。

（2）部位別性能評価法としては熱的性能についての評価法
を検討し、JIS/ISO原案を作成します。

（3）上記①と②のJIS/ISO原案と従来の建材JISのあり方に
ついての検討を行います。

3．平成21年度計画
（1）部位別要求項目規格作成分科会にて、部位別の要求性
能目のJIS/ISO原案を作成します。

（2）平成20年度に実施したサッシ枠と壁の熱流試験・計
算結果などを踏まえ試験部位別性能評価法規格作成分科
会にて熱に関する評価法について作成します。

（3）部位別標準化方針検討分科会にて、上記のJIS/ISO原
案作成方針と建材JISのあり方を検討し、報告書にまと
めます。

（4）ワークショップを２回開催し、上記のJIS/ISO原案に
ついて情報発信し、関係者から意見を求め、原案を修正
していきます。

4．研究開発実施団体
（社）日本建材・住宅設備産業協会
（株）ドット・コーポレーション

5．国際規格提案先
ISO/TC59/（ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ）/SC3（機能・使用者要
求並びに建物の性能）
ISO/TC163（建築環境に於ける熱的性能とエネルギー使用）
/SC2（計算方法）

6．幹事国
日本（ISO/TC59/SC3）
ノルウェー（ISO/TC163/SC2）

7．国内審議団体
建築・住宅国際機構
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［事業期間　H19～H21］

8．多層カーボンナノチューブ及びフラーレンの計測・評価法に関する標準化

1．開発の背景・目的
多層カーボンナノチューブ（以下MWCNT）とフラーレ

ンは代表的なナノ材料として、革新的な応用技術の開発が
期待されており、ともに量産技術では我が国が優位に立っ
ています。これらの素材の計測法についての国際標準を我
が国が主導的に進めることは、安全性の評価、素材の製品
化、更には応用製品の事業化のために、必須の要件であり、
ナノ産業の競争力の優位性を築く上で大きな効果が期待で
きます。
MWCNTは、製造企業によって純度だけでなく、径や長

さなどの幾何的・物理的性質が異なります。フラーレンも
C60、C70などが混在しています。そのため異なる企業に
おいて製造されたMWCNTの特性を客観的に評価する基準
として、純度、幾何学的性質及び物理的性質の計測法を統
一することが必要です。
本事業では、これら素材の標準物質の確立、特性を計

測・評価する方法の国際標準化を目的としています。

2．標準化概要
MWCNTの①純度②物理的性質③幾何学的性質（欠陥、

長さ）④性能付与状態（機能化、ナノアロイ化）を計測・
評価する最適方法および計測用標準物質を確立し、ISO並
びにJIS規格原案を作成するための研究開発を行います。
フラーレンの①純度（組成分析を含む）②物理的性質③

化学修飾状態を計測・評価する最適方法および計測用標準
物質を確立し、JIS規格原案を作成すると共に、国際標準
化に備えます。
3．平成21年度計画
MWCNTの特性評価方法に関するISO/TRの発行を目指

します。純度項目に関するラウンドロビン試験の結果に基
づき、純度試験方法に関する新規提案を目指します。また、
純度評価へのラマン分光分析の適用についての検討を継続
します。
フラーレン中のC60及びC70を高速液体クロマトグラフィ

ーによって定量する方法を定めたJIS原案の申出を行い、
国際標準化に備えます。

4．研究開発実施団体
JFEテクノリサーチ（株）

5．国際規格提案先
ISO/TC229（ナノテクノロジー）

6．幹事国
イギリス（ISO/TC229）

7．国内審議団体
（独）産業技術総合研究所

図1MWCNTの純度評価項目 図2 MWCNTのラマンスペクトル
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［事業期間　H19～21］

9．発熱分解エネルギー測定に関する標準化

1．開発の背景・目的
化学物質が火薬類に該当するか否かを判定する方法は、

国際的には国連が勧告する試験法（TDG/GHS）で決めら
れています。この試験法は多量を要するものが多く、疑わ
しいすべての化学物質に適用するのは現実的ではありませ
ん。この火薬類試験法を省略するために、発熱分解エネル
ギーによるスクリーニング法が提案されていますが、詳細
な実施法の記載がなく、国内は勿論のこと、諸外国におい
ても適正な実施は難しい状態です。同じ化学物質でも試験
法の違いで結果が異なり、適正な試験結果が得られない事
例が数多く知られています。化学物質の一般的な取り扱い
についても国際的に統一した危険有害性の区分や表示をす
べきであるという気運が高まっている中で、発熱分解エネ
ルギーを適正に評価可能な試験法の標準化が必要とされて
います。
本事業では爆発性が懸念される化学物質に対し、その化

学物質が爆発性をもつかを判断するための、発熱分解エネ
ルギーを適正に評価する測定方法の国際標準を作成するこ
とを目的としています。

2．標準化概要
化学物質が火薬類に該当するか否かを判定するには、

各々の化学物質で爆発性が発現する試験法を選ぶ必要があ
ります。発熱分解エネルギーを測定する種々の試験法の中
で、各々の化学物質に対し、爆発性を適切に評価できる試
験法の選択基準、測定条件について具体的な提案を行いま
す。また、国連のTDG/GHS会議やOECDの専門家会議へ
報告し、国際標準への採用を目指します。
3．平成21年度計画
発熱分解エネルギーの代表的な測定法である３つの試験

法（示差走査型熱量計（DSC）、断熱熱量計ならびにボン
ブ式熱量計）において、得られた発熱分解エネルギーを相
互比較します。爆発性との関連性を明確にし、試験法の妥
当性および適用限界を検討します。
OECDの専門家会議（OECD-EPP 委員会）にて報告を

し、国際的な討議の元に試験法の標準化をすすめます。

4．研究開発実施団体
（独）産業技術総合研究所
（社）全国火薬類保安協会

5．国際規格提案先
国連のTDG/GHS会議
OECDの専門家会議

6．幹事国
―

7．国内審議団体
―
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［事業期間　H19～Ｈ21］

10．簡易型蛍光X線分析器を用いた土壌汚染検出法に関する標準化

4．研究開発実施団体
（社）地盤工学会

5．国際規格提案先
ISO/TC190（地盤環境）/SC3（化学的方法と土の特性）
/WG10（スクリーニング手法）

6．幹事国
ドイツ（ISO/TC 190/SC 3）
日本（ISO/TC 190/SC 3/WG 10）

7．国内審議団体
（社）地盤工学会

1．開発の背景・目的
事業用地等に化学汚染の懸念が発生したとき、法律に基

づいた詳細な調査に入る前に、現地では汚染源の特定や汚
染範囲の把握が取りあえず必要となってくることが多いの
が実情です。この場合、現地のその場で化学分析をしなが
ら、汚染状況を確認していくスクリーニングを実施するこ
とになりますが、国際標準を策定しているISOにおいては、
スクリーニングに関する規格が未整備であるばかりでな
く、これに適用するための化学分析の方法も検討されてお
りません。
本事業では、国内の各種技術を詳細に調査し、最適な検

出法を研究してこれを確立します。そして、その方法を
ISO/TC190（地盤環境）/SC3（化学試験法）/WG10（予
備試験法）に提案して国際標準化を図り、日本の独自技術
を海外へ普及させ、国内外の環境事業に資することを目的
としています。

2．標準化概要
現在、我が国には、スクリーニングに適した予備的な試

験方法で、完成度の高いものとして、簡易型蛍光X線分析
器を用いた重金属向け土壌汚染検出法があります。
蛍光X線分析法以外にも予備試験法に向く技術が見出さ

れており、実用性を向上させることで国際標準として提案
可能なものについては、併せて必要な研究を行い、新規提
案していきます。具体的には、地盤中の炭化水素類やガス
のスクリーニング方法を考えています。
3．平成21年度計画
平成19年度から審議が行われてきた地盤環境向けの予備

試験法一般に関するガイドラインはCDとなり、また、こ
の概念の下に入る子規格（daughter standards）である蛍
光X線分析法は、WDとなりました。本年度は、これらの
各案件を次の段階にまで早期に進めるとともに、他の汚染
化学種向けスクリーニング方法の日本案の策定にも着手し
ます。

日本が提案する予定のポータブル型蛍光X線分析器の仕様概略図。この機器では、現地の地盤から土壌試料を採取し、あま
り試料調製に手をかけないで、地盤中の各種重金属類を同時定量します。検出時に放射されるX線を管理できるよう、試料
室をとくに設けた仕様となっています。
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［事業期間　H19～H21］

11．ブローブ情報システムの匿名性・セキュリティ評価基準等に関する標準化

1．開発の背景・目的
自動車の持つデータを集約し、統計的な処理等を施すこ

とで価値ある情報を生成し、生成した情報をインターネッ
ト等を活用して提供を行うプローブ情報システムの研究開
発が世界規模で行われています。しかし、個々のシステム
は、それぞれが持つ目的や用途毎に研究開発がなされてお
り、共通のフレームワークは存在していません。プローブ
情報システムに関するアーキテクチャを整理し、車両から
情報を収集する際のプライバシやセキュリティに関する国
際的な共通のルールができれば、情報提供者が安心して情
報を提供でき、情報収集者が適切に情報を容易に共有する
基盤を構築することが可能となります。
本事業では、セキュリティやプライバシを考慮したプロ

ーブ情報システムのアーキテクチャの整理を行い、情報提
供者が安心して情報を提供できる基盤を構築するために必
要なプライバシ・セキュリティ対策の考え方や評価基準、
適切な処置に関する検討と標準化を行います。

2．標準化概要
プローブ情報システムの現状と動向、及びプローブ情報

システムにおいて必要な個人情報保護を見定めつつ、セキ
ュリティやプライバシを考慮したアーキテクチャの整理を
行った上で、プローブ情報システムにおいてプライバシ・
セキュリティを担保するために必要な事項を明確にしま
す。また、それらに対する具体的な対策、及び適切な処置
に関する評価基準を検討します。
3．平成21年度計画
（1）プライバシ・セキュリティ評価基準の検討

プライバシ・セキュリティ評価基準を検討し、国際的
に通用する基準を策定する。

（2）匿名認証方式を用いたプローブ情報システムの検討
評価基準のリファレンスとなる匿名認証方式を活用し

たプローブ車両の認証システムを構築する。
（3）セキュアな通信路のためのインターフェイスの検討

評価基準のリファレンスとなる、複数の設定された通
信路から、状況に応じて適切なものを選択できるシステ
ムを構築する。

4．研究開発実施団体
学校法人慶應義塾　慶應義塾大学SFC研究所

5．国際規格提案先
ISO/TC204（高度道路交通システム（ITS））
/WG16（ワイドエリア通信／プロトコルインターフェース）

6．幹事国
アメリカ（ISO/TC204）

7．国内審議団体
（社）自動車技術会（ISO/TC204）
（社）電子情報技術産業協会（ISO/TC204/WG16）

国際標準化のスコープ
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［事業期間　H19～H21］

12．光触媒材料のバイオフィルム抑制効果評価方法に関する標準化

4．研究開発実施団体
（独）産業技術総合研究所
（社）日本ファインセラミックス協会

5．国際規格提案先
ISO/TC206（ファインセラミックス）/WG37（光触媒）

6．幹事国
日本（ISO/TC206）

7．国内審議団体
ファインセラミックス国際標準化推進協議会

1．開発の背景・目的
光触媒技術の向上と光触媒製品の国際競争力を飛躍的に

高めることを目的とし、光触媒製品による微細藻類のバイ
オフィルム抑制効果の評価法を標準化します。すなわち、
菌液の見た目の色変化（クロロフィルの分解にともない緑
から青に変化する）や、抽出されるクロロフィルの吸収ス
ペクトル値や自家蛍光消光値を指標とする抗菌評価方法を
基礎として、実際にバイオフィルムが形成される自然環境
中の条件においての効果との相関から、誰にでも簡単かつ
短時間に評価できる光触媒性能評価法を確立します。この
方法は、光触媒製品の実用化において、民生用途に留まら
ず、産業用途における光の強い条件にも適用可能となる方
法です。諸外国に先駆けて我が国より当該評価方法を国際
標準提案することにより、我が国優位な光触媒技術開発を
促進するとともに、国際市場における光触媒製品の適正な
評価環境を構築し、我が国光触媒製品の国際競争を引き続
きリードします。

2．標準化概要
バイオフィルムは、微生物と、微生物が吐き出す有機酸

などの汚れ物質からなる集合体であり、酸化チタン光触媒
の強い酸化力と超親水化表面による易洗性によって、形成
阻害効果が期待されるが、その評価法は確立されていません。
本事業では、細胞内のクロロフィル色素の色変化を指標

とする簡便かつ迅速な抗菌性能評価法を基礎として、バイ
オフィルム形成阻害性能を同様に評価する手法を確立し、
国際標準化を行います。
3．平成21年度計画
（1）微細藻類（クロレラ）を供試菌とした光触媒材料（平
板状）の殺菌性能評価方法をラウンドロビン試験で検証
し、JIS/ISO原案を作成します。

（2）環境中におけるバイオフィルム形成挙動と光触媒材料
による抑制効果を確認し、上記試験との相関を確認しま
す。

（3）国内・外で開催される光触媒や微生物の標準化に関す
る会議や学会等に参加し、当該評価方法の発表を行うと
ともに、情報交換等を行い、国際標準化に向けたネット
ワーク形成を図ります。
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［事業期間　H19～H21］

13．鉛フリーはんだを用いたフローはんだ付け機器の損傷抑制技術の評価試験方法に関する標準化

1．開発の背景・目的
近年、地球環境負荷低減に資する鉛フリーはんだの実用

が拡大する中で、主要はんだ付け用機器であるフロー槽に
おいて、溶融鉛フリーはんだによりはんだ槽、はんだ吹き
口ノズルなどのステンレス製部分が激しい侵食・損傷を受
けることが明らかになってきています。しかし、この現象
に対する評価技術が確立していないため、実装を行う製造
業では統一された尺度による比較・評価試験ができず、メ
ンテナンスへの対応や機器更新時の選択などに支障が出て
きています。
機器の損傷に基づく部品交換やメンテナンス作業は製造

コストを増大し国際競争力を低下させ、さらに侵食による
はんだ組成の変化は、高付加価値製品の性能・品質劣化の
要因ともなっています。
本事業では、世界に先駆けて機器の侵食・損傷のメカニ

ズムを解明し、抑制技術を確立するとともに、損傷の抑制
に資する評価試験方法を確立し、国際標準化を目指します。

2．標準化概要
鉛フリーはんだによるステンレス鋼損傷の評価試験方法

の標準化を行います。試験機器、試験片形状、各種試験条
件（温度、時間、試験片の回転などの動作）などを標準試
験方法として提案します。
また、損傷抑制のためのステンレス鋼表面処理材の試験

方法の標準化の提案も行います。
3．平成21年度計画
平成20年度の成果を基にして、以下の計画で開発・標

準化を行います。
プロジェクト内に新たに標準化WGを結成し、ステンレ

ス鋼試験方法に関し、10月のIEC会議で国際提案を行いま
す。表面処理材に関しては、評価試験方法の案を作成しま
す。また、損傷の寿命評価試験方法の確立やシステム的な
損傷抑制方法の提案を行います。さらに、最終年度として、
成果のまとめを行います。

4．研究開発実施団体
（社）電子情報技術産業協会
（財）日本電子部品信頼性センター
国立大学法人大阪大学接合科学研究所

5．国際規格提案先
IEC/TC91（電子実装技術）

6．幹事国
日本（IEC/TC91）

7．国内審議団体
（社）電子情報技術産業協会

侵食実験後の試験片のX線CTによる侵食深さの測定例
（局部的なへこみ部分が侵食箇所）
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[事業期間　H20～H22]

14．情報分野の競争力強化に関する標準化（携帯用情報機器の4方向キーインタラクションに関する標準化 他）

4．研究開発実施団体
（財）日本規格協会
（独）産業技術総合研究所

5．国際規格提案先
ISO/IEC/JTC1 SC35（ユーザインタフェース）

6．幹事国
フランス（ISO/IEC/JTC1/SC35）

7．国内審議団体
（社）ビジネス機械・情報システム産業協会

1．開発の背景・目的
我が国にとって必ずしも十分な内容となっていない情報

分野の国際規格とJISの整合等を目的として、「ソフトウェ
ア評価技術に関する標準化」、「高精細画像データ交換技術
に関する標準化」、「情報アクセシビリティに関する標準
化」、「携帯用情報機器の4方向キーインタラクションに関
する標準化」、及び「情報分野規格の利用促進に関する標
準化」について実施します。ここでは、この中から「携帯
用情報機器の4方向キーインタラクションに関する標準化」
について説明します。
上・下・左・右の四つのキーを指す4 方向キーは、日本

で1982 年にゲーム機に初めて搭載され、開発された操作
キーです。その後、４方向キーは、その利便性や直感的な
操作から、携帯用情報機器や事務機器など多くの機器で利
用されています。
本事業では、その操作は個々の製品毎に様々であること

から、ユーザビリティの確保の視点での標準化が必要であ
るため、現状を調査・分析し、ユーザビリティを考慮した
統合的な操作パターンを整理し、国際標準化を進めます。

2．標準化概要
急速に高機能化が進む携帯用情報機器では、製品の機能

毎に4 方向キーの操作もそれぞれ最適化されています。
この現状を調査・分析し、ユーザビリティを考慮した、

メニュー項目が１行ずつ縦方向に配列された画面を指すラ
ダーメニューのナビゲーション方法等、統合的な操作パタ
ーンに整理し、国際提案に向けた活動を行います。
3．平成21年度計画
平成20年度に実施した調査・分析結果に基き、ユーザビ

リティの高い操作パターン（操作の組合せ）を、委員会に
て調査・分析し、絞り込みを行います。
絞り込んだ操作パターンのユーザビリティを評価するた

めに、アンケート及び実証的実験を行い、さらに、国際提
案を行うISO/IEC/JTC1 SC35委員会と情報交換も行いなが
ら、NPの提案を図ります。
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[事業期間　H20～H22]

15．繊維製品の試験方法に関する標準化

4．研究開発実施団体
（社）繊維評価技術協議会
国立大学法人徳島大学

5．国際規格提案先
ISO/TC38（繊維）/SC2（洗濯、仕上げ及び防水試験方法）
/WG3（家庭洗濯試験方法）
/WG12（ケアラベル）
ISO/TC38/WG23（抗かび試験方法）

6．幹事国
日本、中国（ISO/TC38）

7．国内審議団体
（社）繊維評価技術協議会

1．開発の背景・目的
（1）洗濯試験方法改正への対応

JIS L 0217（繊維製品の取扱に関する表示記号及びそ
の表示方法）に対応する国際規格は、ISO3758（繊維製
品のケアラベル）、ISO6330（家庭洗濯・乾燥試験方法）
ですが、ケアラベルの記号が日本で使用されている記号
と異なるため、ISOとは整合していません。しかし、
WTO-TBT協定上もISOへの整合化が必要になっていま
す。そのため、ISO3758へは、日本の実情に合った自然
乾燥記号の追加を提案することなどが必要になります。
また、ケアラベルを付すために必要な洗濯・乾燥試験方
法についても、現行のISO6330では、外国の洗濯機を使
用したものとなっていますので、日本の洗濯機、洗剤を
使用した試験方法の提案をしていくことが必要です。

（2）抗かび試験方法の国際標準化
繊維製品の抗菌性試験方法が、日本からの提案でISO

規格として発行されたことにより、加工繊維製品の試験
方法が国際的にも理解が得られることが判明しました。
今後、さらに加工繊維製品を普及させていくため、日本
の気候風土により古くから多くの被害がある「かび」に
ついての試験方法を研究します。
本事業では、繊維製品の定量的な抗かび試験方法を確立

し、ISO規格として制定することを目的とします。

2．標準化概要
（1）洗濯試験方法

ISO6330の改正に当たり、日本の洗濯機、洗剤を使用
した日本型の洗濯試験方法を提案し、規格への取り込み
を図ります。また、関係するISO3758に提案している自
然乾燥記号の改正の実現を図ります。

（2）抗かび性試験方法
試験方法等の検討を行い、JIS原案を作成するととも

にJISをベースとした抗かび性試験方法の国際規格化を
図ります。

3．平成21年度計画
（1）洗濯試験方法

日本が主導して、日本、欧州、米国の試験方法につい
て、同一の洗濯機械力となるよう試験条件を調整します。
また、対応するJIS L 0217の改正について検討を開始し
ます。

（2）抗かび性試験方法
抗かび試験方法が新規業務項目として採用される見通

しが立ったことから、WDを作成し、日本主導での国際
会議を開催します。また、JIS原案の新規作成を行いま
す。
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[事業期間　H20～H22]

16．急峻繰返しインパルスの部分放電計測に関する標準化

1．開発の背景・目的
環境にやさしいハイブリッド車や高速鉄道の駆動部に使

用されているインバータ駆動モータシステムは省エネ効果
が大きく急速に適用されています。しかし極めて短い（～
10ns）高電圧インパルスが繰返し発生する可能性があり、
それによる部分放電によってモータ巻線が絶縁破壊する危
険性があります。出力を上げるほどこのインパルスの影響
が懸念され、これに強いモータの開発が大切です。部分放
電評価法は交流高電圧では既に確立していますが、繰返し
インパルス電圧では定量的な評価技術が確立していません。
本事業では我が国主導で国内外共同実験（ラウンドロビ

ンテスト：RRT）を実施し、その結果に基づき詳細な評価
条件や手順を確立し、IECに提案して環境にやさしいシス
テムの実現を図ります。具体的には電気学会TC112国内委
員会傘下の6研究機関（＊）で推進し、当該分野を審議中
のIECTC112/WG3/PT1に提案し、最終的にIEC61934の第
2版として発行することを目標とします。

（＊1次RRT参加の6研究機関：九工大、名大、愛媛大、豊
橋技科大、兵庫県立大、奈良高専）

2．標準化概要
繰返しインパルス電圧を徐々に上げていくと、部分放電

が発生します。現IEC61934では、インパルス数に対して
50%以上放電する時の電圧がRPDIVとして定義しています
が、現条件では値のばらつきが大きく品質管理に利用でき
ません。RRT結果に基づき試験インパルス電圧の波形・繰
返し数、昇圧速度、部分放電検出感度などを詳細に規定し
た第2版を提案し、より精度の高い評価方法を実現し、関
係業界での品質管理に貢献します。
3．平成21年度計画
国内６機関で実施した第１次RRT結果を詳細に分析する

とともに、海外参加希望機関に試験設備を輸送し国際的な
RRT活動を展開します。この結果をTC112ミラノ会議で報
告し、IEC61934第２版CD開始時期を提案します。
第２次RRTとして両極性インパルス測定及びモータ巻線の

試験内容を確定し、RRT参加研究機関を募り、実験を開始し
ます。そして今年度の結果をまとめ、第２版CDへの補足内
容を充実させるとともに、平成22年度の戦略案を策定します。

4．研究開発実施団体
（社）電気学会
（独）国立高等専門学校機構奈良工業高等専門学校

5．国際規格提案先
IEC/TC112（電気絶縁材料とシステムの評価と認定）

6．幹事国
ドイツ（IEC/TC112）

7．国内審議団体
（社）電気学会
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[事業期間　H20～H22]

17．センシング用半導体レーザの試験・評価方法に関する標準化

1．開発の背景・目的
現在及び次世代の基幹系通信インフラのキーデバイスと

なっている半導体レーザ（LD）は、今後二酸化炭素の濃
度測定等の環境計測、医療計測、IT農業の分野における果
物の糖度検査等への適用等、センシング分野における利用
拡大が期待されています。産業界で広く使用されている
LDは、光伝送用途にはIEC/TC86/SC86Cで標準化されて
いる他、民生用途ではISO/TC172/SC9及びIEC/TC47/SC
47Eで標準化がなされてきました。しかし、センシング用
途で標準化を検討されることはありませんでした。一方、
センシング用途へのLDの期待は高く、潜在需要を掘り起
こし広くその使用を喚起するためには、センシング用途で
未検討である項目に関する試験・評価方法の標準化が急務
となっています。
本事業では、これらの項目に関する実証実験を行い、そ

の試験結果を広く国内外の測定機器・LD製造者、並びに
センシング用機器製造販売業者に示し検討を重ね、LDの
試験・評価方法を規定する国際規格を提案し、センシング
分野へのLDの発展的市場拡大を目指します。

2．標準化概要
IEC及びISOで制定されている通信用LDと民生機器用の

LDの規格をベースに、センシング用途に特に重要な特性
項目を主眼においた規格開発を行います。センシング用途
に重要な特性項目については本事業において実証試験を行
い、その結果を踏まえて、従来の通信用及び民生機器用の
規格と整合性を取りつつ、①総則及び②測定法について国
際標準化を目指します。
3．平成21年度計画
総則仕様書（Generic specification）の原案（WD）を

ISOへ提案し、プロジェクトリーダとして審議開始します。
また、本提案規格を基に、従来から築いてきた国際ネット
ワークを一層強固なものとし、標準化を強力に推進します。
さらに、測定法の原案作成に向けたセンシング用途で重

要な特性項目である発振波長の温度及び電流係数とスペク
トル線幅の測定・試験方法について実証試験を実施し、
WD作成を作成し、ISOへ提案するための原案を作成します。

4．研究開発実施団体
（財）光産業技術振興協会
国立大学法人豊橋技術科学大学

5．国際規格提案先
ISO/TC172（光学及びフォトニクス）
/SC9（エレクトロオプティカルシステム）

6．幹事国
ドイツ（ISO/TC172/SC9）

7．国内審議団体
（財）光産業技術振興協会
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[事業期間　H20～H22]

18．SFP光伝送モジュールの機械的信頼性評価方法に関する標準化

4．研究開発実施団体
（財）光産業技術振興協会
（株）白山製作所

5．国際規格提案先
IEC/TC86（ファイバオプティクス）
/SC86B（光ファイバ接続デバイス及び光受動部品）
/SC86C（光ファイバシステム及び光能動部品）

6．幹事国
日本（IEC/TC86/SC86B）
アメリカ（IEC/TC86/SC86C）

7．国内審議団体
（社）電子情報通信学会

1．開発の背景・目的
高速光LANで使用されていたSFP光伝送モジュール（以

下光モジュール）を基幹ネットワークの高速化・大容量化
技術の切り札として利用する動きが見られますが、基幹ネ
ットワークでは膨大な回線数であり、光ケーブルの接続／
切替操作が頻繁に発生します。しかし現行の光コネクタに
関するIEC規格では、このような使用方法を想定しておら
ず、接続された光ケーブルに作用する外力や、隣接ポート
を操作したときの影響などに対する機械的信頼性について
基準及び評価方法が確立されていません。これに対して米
国から新規評価方法が提案されていますが、技術的な問題
点が判明しているため各国の賛同が得られていません。
本事業では、これまで光コネクタや光配線盤を他国に先

んじて開発・運用してきた世界標準を主導的に進めてきた
日本が先導して有効な評価方法の標準化を目指します。こ
の標準化により海外製品との差別化を図ることが可能とな
り、日本製光モジュールの国際競争力の強化につながりま
す。

2．標準化概要
米国提案の技術的問題点を踏まえた上で光モジュールに

接続した光ケーブルに外力が作用した場合の影響を定量的
に明らかにします。更に、光ケーブルが高密度に実装され
た状態で光コネクタの操作を行い、隣接する光モジュール
に及ぼす影響も研究します。このように実運用時のネット
ワークの信頼性に影響を与える要因まで研究し、光モジュ
ールに要求される機械的信頼性の評価方法を確立し、国際
標準化を行います。
3．平成21年度計画
（1）平成20年度に提案を行った光モジュールの機械的信頼
性評価方法（光モジュールの軸回り４方向へ90度の角度
で荷重（4.5Ｎ）をかける）の再現性及びこれまで得ら
れたデータの検証を行うと共に国際標準化の確立を進める。

（2）光モジュール機械的信頼性評価に使用する光コードの
選定基準を設ける必要があり、「光コネクタコードニュ
ーテーション試験方法」の確立を進める。
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[事業期間　H20～H22]

19．周波数制御・選択に係るMEMSデバイスの評価方法に関する標準化

1．開発の背景・目的
高周波バルク波共振子フィルタに代表される周波数制

御・選択に係るMEMSデバイスは、現在の移動体通信機器
におけるキーデバイスとして確固たる地位を確立していま
す。しかし、国際規格がなく、本研究を通じて、周波数制
御・選択に係るMEMSデバイスに対する国際標準化が達成
されれば、移動体通信機器及びその電子部品関連市場を中
心としてユーザ、メーカ双方に対する経済的効果及び社会
的効果は大きいと考えています。本デバイスの市場は、今
後、ますます拡大すると期待されており、本研究を通じて、
非線形特性を把握し、その測定法を確立することが一層重
要になっております。更に、高周波化にともない、MEMS
共振子デバイスの評価法を確立するため、高インピーダン
スである高周波帯水晶デバイスの特性を把握し、その測定
法を確立させる必要があります。そこで、今年度よりGHz
帯測定法を追加し、非線形特性の測定法とGHz帯測定法を
国際標準化することを目指します。

2．標準化概要
本研究により確立した周波数制御・選択に係るMEMSデ

バイスに対する非線形特性測定法を、移動体通信機器及び
その電子部品関連市場を中心とするユーザ、メーカ双方に
とって利用しやすい形にまとめた上で、国際規格原案とし
てIECに新規提案します。
3．平成21年度計画
（1）ドイツ国際会議への参加（4月15～17日）
（2）非線形測定法の開発(MEMS)
（3）非線形測定法のラウンドロビンテストによる検証

（MEMS）
（4）GHz帯測定法の開発、国内ラウンドロビンテスト
（5）国際標準化活動
・国際ワークショップの実施（3月予定）
・タイ・テクニカルセミナーの実施（11月予定）
・国内技術調査

4．研究開発実施団体
（社）電子情報通信学会
日本大学理工学研究所

5．国際規格提案先
IEC/TC49/WG12（周波数制御・選択に係るMEMSデバイ
ス）
IEC/TC49/WG6（測定法）

6．幹事国
日本（IEC/TC49）

7．国内審議団体
（社）電子情報通信学会

図1 デュプレクサの相互変調歪の測定回路

図2 デュプレクサの3次相互変調歪の測定例
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［事業期間　H20～H22］

20．小型ジャイロMEMSデバイスの性能評価方法に関する標準化

1．開発の背景・目的
小型ジャイロMEMSデバイスは、携帯電話のカメラ機能、

ナビゲーション機能、自動車のエアバッグシステム、スタ
ビリティコントロール等に利用が始まっており、今後ます
ます市場が拡大するといわれています。しかし、性能評価
の基準がなく、ユーザは製品開発で必要なジャイロの情報
が入手できず、メーカは良い製品が市場において正当に評
価されないという状況にあります。性能評価方法を明確化
し、製品の性能を表記することが一般化すると、開発・製
造段階での従来の困難さが減少し、応用製品の高付加価値
化、高性能化がより一層容易になります。
また、電子コンパスも、GPSが携帯電話の必須アイテム

となりつつあるのに伴い、それを生かした歩行者ナビゲー
ション等に需要が拡大していますが、その性能・特性を規
定する標準がありません。とりわけ、座標系を含むアプリ
ケーションインターフェースが標準化されていないため、
メーカとユーザ双方に取って開発効率向上の障害となって
います。
本事業では、我が国主導で電子コンパスの特性項目と座

標系を含むアプリケーションインターフェースの標準化に
より開発効率を向上させ、我が国の産業競争力強化に大き
く寄与します。

2．標準化概要
小型ジャイロの静的、動的な特性を明確化するとともに、

必要な性能パラメータを決定し、小型ジャイロMEMSデバ
イスの性能評価方法に関する国際標準化案を作成します。
また、電子コンパスについても、三軸電子コンパス及び三
軸加速度センサと合わせた六軸電子コンパスの特性と座標
系を含むユーザインタフェースの国際標準化案を作成しま
す。
3．平成21年度計画
平成20年度に引き続き小型ジャイロの静的、動的特性の

計測を行い、小型ジャイロ特有の特性と性能パラメータを
洗い出しその評価法と表記法を検討します。またラウンド
ロビンテストを行い、測定条件、測定法の確認、問題点の
抽出を行います。
電子コンパスについては、基本特性やその測定法および

座標系、回転角、方位角の定義を含むユーザインタフェー
スについて検討し、電子コンパスの規格文案を作成します。

4．研究開発実施団体
（財）マイクロマシンセンター
（独）産業技術総合研究所

5．国際規格提案先
IEC/TC47（半導体デバイス）/SC47F（MEMS）

6．幹事国
日本（IEC/TC47/SC47F）

7．国内審議団体
（財）マイクロマシンセンター
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[事業期間　H20～H22]

21．バイオメトリクス（顔画像品質等）評価技術に関する標準化

1．開発の背景・目的
ISO/IEC/JTC1/SC37において顔認証に関する基本規格

（バイオメトリックデータ交換フォーマット－顔画像データ
（ISO/IEC19794-5））が2005年に、またその追補規格（写真
の撮影ガイドライン（ISO/IEC19794-5/AM1））が2007年に
制定されましたが、顔画像の品質を数値化するまでには至っ
ていません。IC旅券に関して顔認証が実用化され、自動化ゲ
ートの開発が進みつつある中、その国際互換性及び相互運用
性の面から顔画像の品質基準の統一化が求められています。
本事業では、ISO/IEC19794-5及び顔画像品質に関する規

格（ISO/IEC DTR29794-5）に重点を置いて調査・分析・研
究開発を行い、認証に最適な顔画像の採取条件を数値化し、
均一な画像採取のための標準化提案を行います。
また、SC37/WG6（バイオメトリクスに関わる社会的課

題）では、バイオメトリクスに関する図記号の標準化を進
めています。我が国の銀行ATMから始まった静脈認証技術
を国際市場へと拡大するため、静脈認証の図記号の標準化
提案を行います。

2．標準化概要
顔画像品質に関する規格（ISO/IEC DTR29794-5）に対

する品質評価基準案を策定し、SC37への追補規格の提案
を目指します。
また、静脈認証に関する図記号について、他のモダリテ

ィ（指紋認証等）の図記号との整合性を図りながら、産業
界に役立つ国際規格の制定を目指します。
3．平成21年度計画
顔画像評価ソフトウェアによる自動品質評価結果と専門

家による目視評価結果との比較・考察を通じて、顔画像品
質を高めるために必要な項目やその評価方法を精査し、
SC37への追補規格案を検討します。
静脈認証の図記号については、標準化提案する図記号の

開発及びその受容性調査を行い、原案（WD）を作成する
とともに、従来から築いてきた国際ネットワークを一層強
固なものとし、規格開発を強力に推進します。

4．研究開発実施団体
（財）ニューメディア開発協会
（株）日立情報制御ソリューションズ

5．国際規格提案先
ISO/IEC/JTC1（情報技術）/SC37（バイオメトリクス）

6．幹事国
アメリカ（ISO/IEC/JTC1/SC37）

7．国内審議団体
（社）情報処理学会
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[事業期間　H20～H22]

22．RFID機器が植え込み型医療機器に及ぼす影響の評価試験方法に関する標準化

1．開発の背景・目的
（社）日本自動認識システム協会（JAISA）が、電波産
業会に協力して実施した「電波の医療機器等への影響に関
する調査研究」では、RFID機器等が医療機器（植込み型
心臓ペースメーカ及び植込み型除細動器）に影響を与える
可能性のあることが判明しました。特にRFID機器に関し
ては、諸外国ではまだ十分な検証が行われていないため、
我国が最新の情報を所持していると考えられます。また、
JAISAは、上記調査研究と並行して多数の実機を使用した
影響調査測定を独自に行うだけでなく、影響を与える要因
の分析を北海道大学と共同で実施してきました。
本事業では、RFID機器が医療機器に与える影響を緩和

するために必要な隔離距離を研究し、現時点での影響緩和
技術として提案します。また現状の隔離距離測定に使用す
る試験系より簡易な試験系を確立しISO規格案として提案
するとともに干渉による影響を緩和するための技術開発を
研究し、その結果を、TRとして提案します。

2．標準化概要
（1）電磁干渉影響試験結果の報告

影響を回避するために必要なRFID機器と医療機器と
の隔離距離を明確にTRとして提案します。

（2）簡易な電磁干渉影響評価試験系の標準化
現干渉影響評価試験系に比較して簡便な新試験系を開

発し、提案します。
（3）電磁干渉影響緩和技術の標準化

数値シミュレーションに基づく電磁干渉推定法と実機
での電磁干渉影響測定結果を合わせて分析し、影響緩和
技術を開発しISO規格案として提案します。

3．平成21年度計画
今年度は３年計画の２年目であり、５月には予定通り

NP投票が成立しましたので、次にISO-TRのWDを提出し
ます。また、今年度は電磁干渉影響試験に関して、各周波
数毎の網羅性を高めるための追試を行うとともに、干渉緩
和技術の開発に関しても、各周波数毎の検討を行い、その
結果を取りまとめて平成22年３月開催予定のISO済州島会
議にて、DTR提案を実施します。

4．研究開発実施団体
（社）日本自動認識システム協会
国立大学法人北海道大学

5．国際規格提案先
ISO/IEC/JTC1（情報技術）
/SC31/WG4/SG5（無周波数の身分証明書のアイテム管理）

6．幹事国
アメリカ（ISO/IEC/JTC1/SC31）

7．国内審議団体
（社）情報処理学会（ISO/IEC/JTC1/SC31）
（社）電子情報産業協会（ISO/IEC/JTC1/SC31/WG4）

現状の人体ファントム
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[事業期間　H20～H22]

23．バイオチップの互換性及び評価方法に関する標準化

4．研究開発実施団体
バイオチップコンソーシアム
東レ（株）

5．国際規格提案先
ISO/TC34（食品）/SC16（分子生物指標の分析に係る横
断的手法）

6．幹事国
アメリカ（ISO/TC34/SC16）

7．国内審議団体
（独）農林水産消費安全技術センター

1．開発の背景・目的
DNAチップをはじめとするバイオチップは近年、飛躍

的に技術発展を成し遂げ、今日では研究ツールとして大学
や企業等の研究機関で広く利用されています。しかしバイ
オチップを利用する際の測定標準や、確立された測定方法
が存在せず、サンプルの品質管理やプラットフォーム間に
おけるデータ互換性（比較互換性）、及び校正方法に関す
る規格化が十分なされていないため、産業用途としての立
ち上がりが遅れています。DNAチップを工業製品と見做
し、要求性能、品質を規定し、さらにDNAチップによる
測定の信頼性を保証するシステムを規格化してデータ互換
性を確保することにより、DNAチップはオープンプラッ
トフォームとして用途に応じた仕様が規格化され、食品検
査をはじめとする多くの産業にとって有用なツールとな
り、新たな市場や産業の創出につながります。
本事業では国際ニーズの高い食品検査に関連してDNA

チップで遺伝子の発現量（発現プロファイル）やゲノム
DNAの多型（ジェノタイピング）を測定する際の評価基
準、および校正方法の国際規格案の作成を目指します。

2．標準化概要
DNAチップが産業用途として普及するためには、測定

するための物差し、即ち標準に基づく測定方法が必要です。
具体的には、分析値の確からしさや再現性、プラットフォ
ーム間でのデータ互換性（比較互換性）の確保が必須とさ
れます。このため、DNAチップで遺伝子の発現量（発現
プロファイル）やゲノムDNAの多型（ジェノタイピング）
を測定する際の標準核酸物質や校正方法について、共同試
験による妥当性確認を行い、国際標準化を目指します。
3．平成21年度計画
今年度は、平成20年度に開発した核酸標準物質を利用

しデータ互換性（比較互換性）のための評価・校正方法を
確立した後、技術仕様書や規格素案に必要な文書類の作成
に着手します。また食品検査を想定した少数試験室におけ
る妥当性確認を行い、データ再現性、頑健性、互換性や精
度等を評価した後、ISO/TC34/SC16へのNP提案に向けて
必要なISO規格原案の作成を開始します。
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[事業期間　H20～H22]

24．ジメチルエーテル（DME）燃料に関する標準化

4．研究開発実施団体
（独）産業技術総合研究所
（社）自動車技術会

5．国際規格提案先
ISO/TC28（石油製品及び潤滑油）/SC4（分類及び仕様）

6．幹事国
フランス（ISO/TC28/SC4）

7．国内審議団体
石油連盟

1．開発の背景・目的
ディーゼルエンジンに適用可能なジメチルエーテル

（DME）は、都市環境負荷低減と石油依存度低減を主目的
として種々の研究開発が進められてきました。DMEは大
気汚染対策としての自動車燃料への期待のほか、中国では
爆発的に増加するエネルギー需要の補填手段として、LPG
代替の民生利用が始まっています。国内では燃料DME製
造（株）が新潟市に10万トン/年まで増産可能なDME製造
プラントを立ち上げ、2008年秋より燃料としてのDMEの
流通を開始いたしました。
自動車の開発動向では、国土交通省がDME自動車の車

両技術基準作成を進めており、これとリンクする形で燃料
品質の国内標準が必要な段階に入りました。中国では路線
バスとしてDME自動車を導入する計画で開発を急いでお
り、国際的にも標準化が必要です。
本事業では、クリーンエネルギーとして期待の大きい

DMEに関して、自動車用をメインにDME燃料品質の国際
標準化を目的としています。

2．標準化概要
自動車用燃料として必要なDME純度や不純物がエンジ

ン性能や排気特性に及ぼす影響等を評価し、燃料スペック
としての数値を確定させ、ISO/TC28/SC4/WG13に規格案
を提案します。また、自動車用燃料として必須の潤滑性向
上剤添加に対し、潤滑性評価方法の検証試験を行い、標準
化を検討します。
3．平成21年度計画
今年度は、DMEの製造行程及び流通過程など、自動車

用DME燃料の市場導入時に燃料中への混入が懸念される
不純物等各種成分について、燃料供給系及び燃料噴射系デ
バイス部材材質の耐性評価として、金属、樹脂及びゴム等
の浸せき試験を実施します。また、不純物が潤滑性に及ぼ
す影響を評価し、耐久性確保に対する不純物の混入限界を
明らかにします。
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[事業期間　H20～H22]

25．再生混合ポリオレフィンに関する標準化

1．開発の背景・目的
最近のナフサの高騰を背景に、以前は多くが廃棄されて

きた貴重な資源である再生プラスチックの有効活用はます
ます重要性を増してきています。環境意識の高まりから、
国内的にも国際的にもその利用が拡大しつつありますが、
一部には、品質の悪い材料が取引され、種々の問題を発生
させているケースもあります。こうした背景の中にあって、
再生混合ポリオレフィンの世界に一定の秩序を導入するこ
とができれば、明確な指標に基づく事業者間取引の活性化
並びにその高度利用を促進するだけでなく、現在抱えてい
る問題の解決にも貢献することができるものと期待されて
います。
本事業では、その実態調査及び試験方法の調査・研究を

進め、再生混合ポリオレフィンに関する規格を開発し、国
際標準化を目指します。

2．標準化概要
発生源や履歴が明らかでない再生混合ポリオレフィンに

関して、原料素材としての適否を判断するための最低限必
要な品質項目及びその規格値を規定し、そのレベルによっ
てクラス分けをした品質分類規格を開発し、国際標準化を
目指します。
3．平成21年度計画
国内再生材利用業界の情報収集及びISO国際会議等の機

会を利用して欧州の廃容器包装からの再生材料の情報収集
を進めます。並行して品質分類項目と試験方法探索のため
に実験による検討を進め、最低限必要な規格項目及び再生
混合ポリオレフィンに特有な項目を抽出して、これらに対
する試験方法規格を作成し、さらに規格素案の骨子を作成
します。

4．研究開発実施団体
日本プラスチック工業連盟
（株）住化分析センター

5．国際規格提案先
ISO/TC61（プラスチック）

6．幹事国
アメリカ（ISO/TC61）

7．国内審議団体
日本プラスチック工業連盟
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[事業期間　H20～H22]

26．ファインセラミックス薄膜特性の外部環境影響の評価方法に関する標準化

4．研究開発実施団体
（社）日本ファインセラミックス協会
学校法人東海大学

5．国際規格提案先
ISO/TC206（ファインセラミックス）

6．幹事国
日本（ISO/TC206）

7．国内審議団体
ファインセラミックス国際標準化推進協議会

1．開発の背景・目的
電子・光学デバイスに使われるファインセラミックス薄

膜は、我が国産業の根幹を支える材料部品であり、従来の
情報技術を支えるデバイスとしての役割に加え、近年は空
港など公共の場におけるセンサ、車載センサ、あるいは家
庭におけるセンサなどとして、安全・安心・環境を支える
役割を担っています。しかし、環境安定性の評価方法が規
格化されておらず、信頼性の確保は各メーカーのノウハウ
に依っています。また、現在国際市場に供給されているフ
ァインセラミックスの薄膜部品の品質は適正でないものが混
在しており、品質に関するトラブルも多く発生しています。
本事業は、安全・安心を支えるファインセラミックス薄

膜の光学物性の環境下における安定性評価方法のうち、特
に湿度環境下における光学薄膜特性への影響について標準
を作成することを目的とし、理論的に環境下における物性
変化を解析すると同時に、試験環境条件及び評価方法を確
立します。

2．標準化概要
ファインセラミックス薄膜特性の外部環境影響の評価と

して、多層光学薄膜を用いて、温湿度環境下における波長
シフトを評価し、試験方法の最適化を図り、標準化します。
3．平成21年度計画
今年度は、平成20年度のプレラウンドロビンテストを反

映して、ミニチャンバーを試作・改良してファインセラミ
ックス薄膜特性のラウンドロビンテストを実施します。ま
た、環境条件を振った解析を行い、環境による薄膜の挙動
を解明します。
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[事業期間　H20～H22]

27．プローブ情報プラットフォームに関する標準化

1．開発の背景・目的
プローブカーとは、車自体を探針（センサー）として

様々な情報を収集する仕組みをいいます。近年、GPS受信
機を搭載した車両が増加しており、プローブ情報（時刻、
位置）から交通情報を生成し提供するサービスが展開され
つつあります。ただし、現状は個々の事業者がプローブ情
報を収集・加工し、自社の顧客に交通情報を提供するサー
ビスとなっています。プローブ情報はサンプルデータによ
る推定値であるため、より多くのサンプルを用いることで、
精度が高い交通情報を提供する事が可能になり、今後、そ
のニーズが高まることが想定されています。そのためには
プローブ情報を統合化する仕組みが必要になります。デー
タの基盤部分を協調領域として標準化することで、統合し
やすくなり、情報精度が高まり、ビジネスばかりでなく、
社会基盤としての利用も促進されます。
本事業は、以上の背景からプローブ情報を統合化する仕

組みとして、プローブ情報のセンター間流通方式の標準化
を行うことを目的としています。

2．標準化概要
交通情報の配信データは道路の区間情報として利用され

ますが、ベースとなる地図情報の生成状況によって区間の
表現方法が異なります。そのため、交通情報の統合化に向
け、既存の地図情報を活用しながら区間情報を設定する方
法を検討し、現実的な統合方法を提案します。この分野は
ITSの交通情報にあたるため、（社）自動車技術会のITS標
準化委員会に報告するとともに国際標準に採用されること
を目指します。
3．平成21年度計画
今年度は、交通情報の統合のための要求仕様を策定しま

す。具体的には、道路リンクの構成方法であるプリコード
方式とダイナミック方式の各特徴を考慮した交通情報のデ
ータ形式、データ流通部分の仕様を策定します。また、策
定にあたっては、リンクを通過するプローブカーのデータ
について、流通させた場合の交通情報の精度及びデータ量
などについて比較検討等を行い、その結果を反映します。

4．研究開発実施団体
（財）日本情報処理開発協会
（株）アイ・トランスポート・ラボ

5．国際規格提案先
ISO/TC204（高度道路交通システム（ITS））

6．幹事国
アメリカ（ISO/TC204）

7．国内審議団体
（社）自動車技術会
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[事業期間　H20～H22]

28．マグネシウム地金・合金中酸素の分析方法に関する標準化

4．研究開発実施団体
（独）産業技術総合研究所
日本マグネシウム協会

5．国際規格提案先
ISO/TC79（軽金属及び同合金）
/SC5（マグネシウム及びマグネシウム合金）

6．幹事国
ノルウェー（ISO/TC79/SC5）

7．国内審議団体
（社）日本マグネシウム協会

1．開発の背景・目的
マグネシウムは軽量金属として輸送機関等への普及によ

り大きな省エネルギー・二酸化炭素排出削減効果が期待さ
れる材料でありますが、酸素に対する活性が高い材料であ
り、酸素含有量の増加により塑性変形能や接合強度などが
悪化するといわれています。そのためマグネシウム材料の
普及には酸素含有量の把握が必要不可欠です。しかし、マ
グネシウムはその沸点の低さと酸素活性の高さから、金属
中酸素の迅速分析法として広く普及している不活性ガス融
解－赤外線検出法の適用が難しいという問題があります。
また、それに代わる汎用的な分析法もまだ確立されていま
せん。
本事業では、本来鉄鋼材料向けに開発された不活性ガス

融解－赤外線検出法に改良を加えることによってマグネシ
ウム地金・合金中酸素の定量分析方法の検証試験を行い、
ISO/TC79/SC5への規格案提案に向けた素案を作成すると
ともにJIS原案作成を行います。

2．標準化概要
産業技術総合研究所は、マグネシウム系試料をスズなど

の金属と共に融解し、酸化物の分解が起こらない1,500 ℃
以下で穏やかにマグネシウムを蒸発させることで、試料中
の酸素をスズに濃縮し、その後、スズに濃縮された酸素を
2,000 ℃以上の不活性ガス融解により測定するという条件
を見いだしています。本事業においては、この基本条件に
標準化に必要な幾つかの検討（試料サンプリング法や装置
間の整合性の検討等）を行い、国内規格及び国際規格化を
目指します。
3．平成21年度計画
今年度は以下の知見を元に規格案骨子を検討する。

（1）試料サンプリング方法の検討：市販材料のコアドリル
採取の位置・個数について検討を行う。

（2）分析値の妥当性の検証：荷電粒子放射化分析法の結果
との比較を行う。

（3）適用可能な合金種類の範囲の確定：市販の合金各種に
関して組成による分析上の問題が無いかどうかを確認す
る。

（4）適用可能な普及装置の確認：業界に普及している不活
性ガス融解法の分析装置で装置の差違に問題が無いかど
うか確認する。
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[事業期間　H20～H22]

29．案内図記号に関する標準化

1．開発の背景・目的
図記号は、言語を超えた世界のコミュニケーション手段

です。我が国に世界各国から人々が訪れるなか、公共交通
機関、公共施設や観光施設等で使用される案内用図記号を
国際規格とするために、我が国からISOに提案する活動を
行います。
本事業は、交通機関や商業施設、道路等で各事業者が

各々に定めている優先設備・優先席図記号（高齢者、けが
人、妊産婦、乳幼児連れ、内部障害者各々立位及び座位）
について国内外調査を行い、原案の作成並びに国際的な検
証を得るためテスト協力国２カ国以上の調整を行った上
で、ISOで定める理解度テストを行い、ISO提案の原案を
作成し提案を行います。
また、外国人等観光客の誘致に役立つ案内図記号の国内

外調査を行い、観光産業における安全・安心な旅を提供す
るため前段同様、テスト協力国の調整、テストの実施、
ISO提案の原案作成及び提案することを目的とします。

2．標準化概要
ISO/TC145国内対策委員会で候補図記号の審議を行った

上で、ISO/TC145/SC1等のPメンバーであるJISCを通じて
ISOサプリメントSQにより提案するとともに、国際会議
に出席して合意を得るための活動を行います。
なお、ISOサプリメントSQとは、従来の新規提案

（NWIP）から行うのではなく、関係するISO/TC145/SC1
に申請書（Application form）を提出し審議を依頼するも
ので、従来方式よりも簡便な方法です。
3．平成21年度計画
外国人等観光客の誘致に役立つ図記号や、安全・安心の

観点から必要な図記号原案を、国際規格として採用が出来
るかどうかの検証を行うため、国際規格で定める理解度テ
スト（ISO9186）を、我が国や諸外国で行い、国際規格提
案の準備を行います。
さらに、外国人等観光客の誘致に役立つ図記号や、安

全・安心の観点から必要な図記号の調査を行い、これらの
案内図記号の原案の作成を行います。

4．研究開発実施団体
交通エコロジー・モビリティ財団
（株）アイ・デザイン

5．国際規格提案先
ISO/TC145/SC1（案内用図記号）

6．幹事国
イギリス（ISO/TC145/SC1）

7．国内審議団体
（財）日本規格協会
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[事業期間　H20～H22]

30．住宅用外装材の長期耐久性評価手法に関する標準化

4．研究開発実施団体
(財)建材試験センター
国立大学法人東京大学

5．国際規格提案先
ISO/TC59（ビルディングコンストラクション）

6．幹事国
ノルウェー（ISO/TC59）

7．国内審議団体
建築・住宅国際機構

1．開発の背景・目的
平成21年６月施行された長期優良住宅の普及の促進に関

する法律・同施行令等により、住宅の長寿命化に向けての
取組が進められています。住宅の長寿命化のためには、外
部環境に接する外装材の長期耐久性が要求されます。しか
し、紫外線劣化や耐凍害性等の個別の劣化因子ごとの耐久
性関係の試験方法は規定されておりますが、総合的・複合
的に長期耐久性を評価する手法及び試験方法は確立されて
おりません。
本事業は、住宅用外装材の長期間の耐久性を評価する手

法を確立し、JIS原案及び国際標準原案の作成を行うこと
を目的としております。
平成20年度においては、我が国の外壁の約８割を占める

窯業系外装材を中心に、長期耐久性評価手法の検討に必要
な、劣化因子、試験方法等の基礎調査を行いました。また、
これらの劣化因子に基づき、検証実験計画の策定を行いま
した。

2．標準化概要
長期的な耐久性の評価手法の開発のため、次のような課

題を検討し、検証実験に基づき、試験方法等の標準化を行
います。
（1）劣化因子・劣化現象と劣化メカニズムの関係
（2）複合劣化に関する促進試験方法
（3）長期耐久性の評価手法
3．平成21年度計画
今年度は以下の項目について調査研究を進めます。

（1）文献調査等に基づく基礎的劣化事象の調査
（2）検証実験
（3）検証実験等に基づく劣化メカニズムの検討
（4）具体的な長期耐久性評価方法の検討
これらの研究成果をもとに、JIS原案及び国際標準原案

の作成・検討を行います。
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[事業期間　H20～H22]

31．社会セキュリティ及びリスクマネジメントに関する標準化

4．研究開発実施団体
（財）日本規格協会
（株）三菱総合研究所

5．国際規格提案先
ISO/IEC/ITU-T/SAG-S（セキュリティに関する戦略諮問グループ）
ISO/TC223（社会セキュリティ）
ISO/TMB/リスクマネジメントWG

6．幹事国
日本（ISO/TMB/リスクマネジメントWG）
スウェーデン（ISO/TC223）
日本（ISO/TC223/WG1）

7．国内審議団体
（財）日本規格協会及び経済産業省産業技術環境局

1．開発の背景・目的
近年、組織の競争力を向上させるためには、“もの”、

“製品力”の側面だけでなく、組織が顧客及び社会から信
頼を得ることによって、組織の存在意義及び存在価値を向
上させることが重要となっています。そのための一つとし
て、事故、自然災害などが発生した時にその影響を最小化
し、早期に復興するためのリスク対策、セキュリティ対策
を予め構築しておき、製品・サービスを継続的に提供する
ことが求められています。ISOでは、ISO9001（品質マネ
ジメントシステム）などのマネジメントシステム規格に加え、
リスクマネジメント、社会セキュリティマネジメントの標準
化検討を開始しています。これらの規格は、組織の運営にも
大きく影響を与えるものであり、かつ、組織の競争力、存在
価値を向上させるツールとして有用なものとなり得ます。
本事業では、現在ISOで検討されているリスク及びセキ

ュリティ分野の規格に関して、国際標準化の動向を把握し、
各国の研究者や標準化関連メンバーとの意見交換を積極
的、かつ、主導的に実施し、我が国の実情に則した国際標
準の開発を推進するとともに、標準化を効率的、かつ、円
滑に推進することを目指します。

2．標準化概要
（1）社会セキュリティの基本概念及び標準化対象全体像、
セキュリティ関連用語、業務継続と緊急事態準備に関す
る標準化、緊急事態発生時における組織間と組織内にお
ける指揮・命令及び協力・協調に関する標準化

（2）リスクマネジメントに関する包括的な概念、方法論、
リスク関連用語の国際標準化、及び制定された国際標準
のJIS化。

3．平成21年度計画
（1）ISO/IEC/ITU-T/SAG-Sへの対応
（2）ISO/TC223への対応（検討されている標準類へのコメ
ント提案と標準化作業への積極的参加）。

（3）ISO/TC223/WG3による"Public Warning"に関するワー
クショップの日本開催実施。

（4）ISO/TMB/リスクマネジメントWGへの対応（検討さ
れているISO 31000及びISO Guide 73に対するコメント
提案と標準化作業への積極的参加）。

（5）ISO 31000及びISO Guide 73のJIS化検討
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[事業期間　H20～H22]

32．組織の社会的責任（SR）に関する標準化

1．開発の背景・目的
国際的にあらゆる組織及びそのステークホルダーに対す

る社会的に責任ある行動の必要性、重要性が高まっていま
す。持続可能な発展に貢献する社会的責任は、現在、様々
な解釈が存在するため、早急に国際的な共通認識と理解を
醸成するための国際標準の策定が求められています。ISO
では、国際的な要請を踏まえ、マルチステークホルダープ
ロセスによって組織の社会的責任（SR）に関する指針文
書（国際規格）の策定に着手したところであります。
本事業では、ISOで作成している社会的責任の指針に関

する国際規格原案が、中小企業をはじめとするあらゆる組
織で活用できるよう、指針文書作成作業に積極的に参加す
るとともに、国内外の社会的責任に関する事例の調査の実
施及び国内のステークホルダーグループ、更にアジア各国
との連携を行います。

2．標準化概要
ISOで行われている社会的責任に関する国際標準化に関す

る動向調査を行い、国際標準が我が国の実情に則したものと
なるように対応を行うために、国内委員会等を設置します。
最終年度には、それまでの調査結果及び平成22年度に発行予
定のISO規格に基づき、我が国における社会的責任に関する
標準体系についての検討を行い、その検討結果をまとめます。
3．平成21年度計画
（1）ISO/TMB/SR作業グループにおける動向調査及び対応
（国際会議への委員派遣及び国内検討）

（2）ISO/TMB/SR作業グループに関する国内への情報提供
及びアジア各国との情報交換

（3）SR/WGのリーダーシップの支援（TG2コミュニケー
ション及びTG4起草グループ）

（4）社会的責任に関する国際規格の中小企業等における利
用促進のための検討。

4．研究開発実施団体
（財）日本規格協会
（株）三菱総合研究所

5．国際規格提案先
ISO/TMB/社会的責任WG

6．幹事国
スウェーデン、ブラジル（ISO/TMB/社会的責任WG）

7．国内審議団体
（財）日本規格協会
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[事業期間　H20～H22]

33．エネルギーマネジメントシステムに関する標準化

4．研究開発実施団体
（財）エネルギー総合工学研究所
（株）三菱総合研究所

5．国際規格提案先
ISO/TC242（エネルギーマネジメント）

6．幹事国
アメリカ、ブラジル、（ISO/TC242）

7．国内審議団体
（財）エネルギー総合工学研究所

1．開発の背景・目的
原油価格の高騰や地球温暖化問題の対応に伴ってエネル

ギーマネジメントシステムに対する関心が高まってきたこ
となどにより平成20年2月、ISO/TMB会合において、
ISO/TC242でのエネルギーマネジメントシステム国際規格
の開発が決定されました。我が国の産業競争力強化の観点
からも企業活動等の根幹をなすエネルギーについてのマネ
ジメントシステムの重要性は一段と増していると考えられ
ます。
本事業では、この国際標準化が開始されることに対応し、

我が国のエネルギー分野すべてに係わる産業・国際競争力
を促進するエネルギーマネジメントシステム規格を開発し
提案します。国内において既に実践している、省エネルギ
ー・省コストや温暖化対策の実情に即し、それらの対策を
更に推進することのできるエネルギーマネジメントシステ
ム規格を開発して提案します。

2．標準化概要
我が国の省エネルギー・温暖化対策の実践や、工業製品

の国際競争力強化を十分に踏まえたエネルギーマネジメン
トシステム規格案を開発します。互換性や統合性を備える
ためISO9001や14001で活用されているPDCA手法を用い
ます。エネルギーマネジメントの技術面と戦略面との両方
を組み合わせることで、省エネルギー、省コスト、環境負
荷を改善する実用的手法を提供します。
3．平成21年度計画
今年度の主な目標は、コミッティドラフト（CD）の開

発です。これには、平成21年6月下旬～11月中旬まで約５
ヶ月程度要する予定。世界各国のエネルギーマネジメント
システム規格化の動向を調査・研究しつつ、WG会議への
参画等を通し、CD案を開発し、我が国の実状をでき得る
限り反映させます。
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［事業期間　H21～H23］

34．アクセシブルデザインの体系的技術に関する標準化

4．研究開発実施団体
（独）産業技術総合研究所
（財）共用品推進機構

5．国際規格提案先
ISO/TC159（人間工学）
ISO/TC173（福祉用具）

6．幹事国
ドイツ（ISO/TC159）
スウェーデン（ISO/TC173）

7．国内審議団体
日本人間工学会（ISO/TC159）
日本福祉用具・生活支援用具協会（ISO/TC173）

1．開発の背景・目的
我が国が提案し、議長国となって2001年に制定した

ISO/IEC Guide 71は、欧州、アジア各国、及び日本で域
内／国家規格として導入され、高齢者・障害者配慮技術
（アクセシブルデザイン＝AD）の標準化の重要性が国際的
にも浸透してきています。その背景には、日本を筆頭に多
くの国々が、高齢社会さらには超高齢社会（人口の21%以
上が65歳以上の高齢者）へと進み、ADの対象となる人口
の割合が急増している現状があります。また、2006年に
国連で採択された障害者権利条約にも、ADの重要性が数
多く記されています。このように、国内外を問わず、高齢
者及び障害のある人々がともに生活できる社会を構築する
ことが強く求められています。
このような社会情勢の変化を受けて、ADを製品・環

境・サービスに導入する取組みは、個々の公的・民間機関
等において、今後ますます盛んになると予想されます。し
かし、各機関がバラバラなAD対応を行ったのでは設計の
仕様等に不統一を招き、かえって使いづらい製品、生活し
づらい環境を生み出すことにつながりかねません。
本事業では、ADの効率的かつ効果的な普及を目指すため

に、標準となる技術及び設計仕様の早期確立を目指します。

2．標準化概要
ADを志向した製品・環境・サービスに係る一連の国際

規格原案を作成し、ISO/TC159及びTC173に提案し、制定
を目指します。また、AD技術の効率的かつ効果的な普及
を目的として体系的な規格の提案及び既存規格との調整を
行うISO/TC159/AD諮問委員会の運営、国際標準化につな
がる共通基盤規格及びデザイン要素規格のJIS原案作成等
を行います。
3．平成21年度計画
ISO/TC159/SC 5に対して、最小可読文字サイズ推定方

法（JIS S 0032）等、３件の規格化提案を行います。また、
ISO/TC173/新SC（設立提案中）に対して、点字の表示原
則及び点字表示方法（JIS T 0921）等、３件の規格化提案
を行います。ISO/TC159/AD諮問委員会では、国際障害者
団体に対して各障害における標準化ニーズの調査等を行い
ます。
国内では、「代替様式」に係るJIS提案の検討、国際提案

中のJIS S 0013（報知音）の改訂等を行います。
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［事業期間　H21～H23］

35．繊維製品中の発がん性染料の試験方法に関する標準化

1．開発の背景・目的
我が国では発がん性染料が生産されていないことから、

発がん性染料を使用した繊維製品に関する規制がありませ
ん。しかし、海外から多くの繊維製品が輸入されており、
輸入繊維製品の一部に発がん性染料が使用され、消費者が
被害を受ける可能性があります。
繊維製品中の発がん性染料を規制することにした場合、

一部の発がん性染料に欧州規格（EN）等で試験方法の規
格がありますが、ISOでの規格がないことから、直ちに規
制を行うことができません。
本事業では、繊維製品中の発がん性染料の試験方法を確

立し、国際標準化を達成することにより、海外で生産され
る繊維製品に対して我が国の消費者の安全を図ることを目
的とします。

2．標準化概要
TOXNET（毒物データネットワーク）等のデータベースによ

る調査に基づき発がん性染料を特定します。特定した染料に
ついて、試験方法、染色方法等を調査します。調査結果に基
づき、発がん性染料を使用して、綿、ポリエステル等の生地
に染色加工して染色加工布を作ります。染色加工布から、発
がん性染料の分離、抽出方法を研究し、試験方法を確立しま
す。確立した試験方法をISOに提案し、国際標準化を図ります。
3．平成21年度計画
TOXNET等のデータベース、先行調査結果に基づき発が

ん性染料を特定し、標準化する染料のプライオリティをつ
けます。プライオリティの高い染料について、試験方法、
染色方法等を調査します。調査結果に基づき、発がん性染
料を使用して、綿、ポリエステル等の生地に染色加工して
染色加工布を作ります。染色加工布から、発がん性染料の
分離、抽出方法を研究し、試験方法を確立します。確立し
た試験方法をISO/TC38/WG22にNPとして提案します。

4．研究開発実施団体
（社）繊維評価技術協議会
（株）東レリサーチセンター

5．国際規格提案先
ISO/TC38（繊維）/WG22（繊維組成及び化学分析法）

6．幹事国
日本、中国（ISO/TC38）

7．国内審議団体
（社）繊維評価技術協議会
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［事業期間　H21～H23］

36．チェーンの小形シャルピー衝撃試験法に関する標準化

1．開発の背景・目的
チェーンブロック等に使用されるチェーンは物流機器の

最重要要素製品であり、過酷な使用環境下においても、安
全性、信頼性が高く要求されています。そのため、製品性
能を正確に評価する試験方法を国際標準化し、製品使用者
の安全を確保するとともに、既に国内で広く普及している
我が国の高度な技術力を活かした金属原料による製品の国
際市場展開を図ることが重要課題となります。
従来、チェーン材料に対する衝撃値評価法として、ISO

16872、ISO 16877に規定されている標準シャルピー衝撃
試験を採用していますが、試験片寸法の規定上、一定寸法
以上の大きさのチェーンでないと試験出来ないのが現状で
す。
本事業では、この問題を解決するため、リンクチェーン

について、小形チェーンの製造工程における諸条件の特性
変化を考慮した上で完成状態の製品チェーンで評価できる
衝撃試験方法を開発し、改正国際標準案の作成・提案等を
行うことを目的としています。

2．標準化概要
ISO 16872、ISO 16877を改正し、小形チェーンの製造

工程における諸条件（加工、熱処理等）の特性変化を考慮
した上で完成状態の製品チェーンで評価できる試験方法を
開発します。更に、他のチェーン規格にもこの試験方法を
展開していきます。
3．平成21年度計画
第１ステップとして、小形試験機の検証を行います。試

験片品質のばらつきを排除するために、ISO 148-1に準拠
した基準試験片から切り出した小形試験片を使って衝撃試
験を実施します。第２ステップで、最適な試験条件を見出
すために、試験片寸法等の条件を変化させて衝撃試験を実
施します。

4．研究開発実施団体
（社）日本産業機械工業会
（株）キトー

5．国際規格提案先
ISO/TC111/SC1（巻上げ用リンクチェーン、フック及び
付属品／チェーン）

6．幹事国
日本（ISO/TC111）
ドイツ（ISO/TC111/SC1）

7．国内審議団体
（社）日本産業機械工業会
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［事業期間　H21～H23］

37．ダイヤモンドライクカーボン（DLC）膜及び評価方法に関する標準化

1．開発の背景・目的
ダイヤモンドライクカーボン（DLC）膜は、カーボンを

主成分とするアモルファスな硬質被膜です。DLCは、低摩
擦性、耐食性、生体親和性等の優れた機械的特性、化学的
特性等を有するため、自動車部品、金型、電子部品など幅
広い分野において実用化が進んでいます。DLCは多種の製
造法で作成可能ですが、多様な組成、構造、物性を有しま
す。これは、DLCの応用分野を拡げる反面、利用する側の
適切なDLC選択を困難にし、さらに知財権取得も難しいの
が現状です。また、DLCの諸特性の簡便な評価手法が不明
なことは、製造条件最適化等の障害です。
本事業では、DLCを数種類に分類し、DLCの利用者が、

どのDLCが最適であるかを容易に分かるようにします。ま
た、生産・開発の現場で利用可能な簡易評価手法を開発し
ます。DLCという有用な材料の広範な利用のために、表示
や説明が適格に出来、有効な知財権が取得し易くします。
さらに、ISO/TC107への提案をめざしてJIS案及びISO案
の骨格を確定するとともに、SCの形成とこれを主導する
働きかけを行います。

2．標準化概要
DLCを水素含有量と結合状態により主分類し、さらに不

純物元素による分類を追加して、全てのDLCを包含する分
類の策定を目指します。現在、この分類には高度な計測手
法が必要ですが、開発や生産の現場で容易に分類できる評
価手法の制定を目指し、手法の開発を行います。また、硬
さや摩擦係数の評価の精度を向上させるため、計測条件を
制定します。
3．平成21年度計画
一般社団法人ニューダイヤモンドフォーラムでは、DLC

規格化のための調査委員会を設置し、DLCの分類と評価技
術の検討を行います。さらに、表面状態や不純物による特
性の変化を把握するほか、国際規格制定に向け関係各国の
意向を調査します。また、ナノテック（株）では、DLCの
最も重要な特性である摩擦摩耗と硬さの試験において、信
頼性のある結果が得られる測定手順・方法の探索を行いま
す。

4．研究開発実施団体
一般社団法人ニューダイヤモンドフォーラム
ナノテック（株）

5．国際規格提案先
ISO/TC107（金属及び無機質皮膜）

6．幹事国
韓国（ISO/TC107）

7．国内審議団体
（社）表面技術協会
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［事業期間　H21～H23］

38．ナノ材料規格等に関する標準化

1．開発の背景・目的
社会的に関心が高まっている「ナノ材料のヒト・環境へ

の安全性懸念」に対応するため、国際機関であるISO、
OECDにおいて、ナノ材料の特性評価・リスク評価試験方
法の規格化や、代表的ナノ材料14物質について安全性評価
試験が進められています。
本事業では、こうしたナノ材料の生物影響・環境影響の

リスク試験ニーズに対応し信頼性ある試験結果を保証する
ため、試験能力保証のためのナノ材料標準物質を開発しま
す。加えて、我が国が主導して標準化を進めるべき次のナ
ノ材料及び標準物質について調査し特定すると同時に、製
造者とユーザから要望の強い単層カーボンナノチューブ純
度の総合評価法の開発を行い、これを基に純度評価法の国
際標準案を作成しISO/TC229に提案します。また、これら
の規格開発の活動を行うとともにナノテク分野の基本規
格、方法規格等の国際標準化を積極的に推進します。

2．標準化概要
物理化学特性、均質性、安定性が評価された試料を標準

物質として供給し、その作製方法などを国際規格として提
案します。また電子顕微鏡観察、ラマン分光法など複数の
測定法の組合せにより単層カーボンナノチューブの純度を
総合的に評価する手法を開発し、国際規格提案を行います。
3．平成21年度計画
国内外のナノ材料開発動向・市場性、並びに国内のナノ

材料メーカー・ユーザ要望を調査し、我が国産業の戦略的
候補物質群を抽出します。その結果に基づいて候補標準物
質を決定し、標準物質の試作を開始します。また、ナノテ
ク分野規格の新規提案等に対して国内関連業界の意見等を
踏まえた国内審議を行い、産業の市場化に貢献します。

4．研究開発実施団体
（独）産業技術総合研究所
JFEテクノリサーチ（株）

5．国際規格提案先
ISO/TC229（ナノテクノロジー）

6．幹事国
イギリス（ISO/TC229）

7．国内審議団体
（独）産業技術総合研究所



44

［事業期間　H21～H23］

39．MEMSにおける形状計測法に関する標準化

1．開発の背景・目的
MEMS幾何形状は、他の電子デバイスとは異なり、長時

間のウエットエッチングや深堀ドライエッチング（Deep-
RIE）技術によって立体的３次元構造体が形成されていま
す。しかしながら、順テーパや逆テーパがついたマイクロ
スケール断面や、高アスペクト構造をもつMEMSの底面・
壁面粗さ等、MEMS構造に適した幾何形状計測法や表示法
の標準化は、マイクロスケール寸法であるがゆえに確立さ
れていません。MEMS３次元構造体における側壁形状、側
壁の角度、アクペクト比といったMEMSデバイス特有の形
状パラメータに対する計測は、光学顕微鏡をはじめとする
簡便な測長に限られてきました。また、計測によって得ら
れる形状パラメータの表示は、MEMSを設計・製作し、評
価する上で必要不可欠であるものの、統一的な表示法は確
立されていません。
本事業ではこれら計測法及び表示法に関する規格・標準

化を検討し、規格化することによりMEMS製作段階での作
業者間の意思疎通が図りやすくなり、効率的なMEMSデバ
イス開発の促進が期待されます。

2．標準化概要
MEMSデバイスのマイクロスケール幾何形状の計測法、

表示法を研究開発し、その標準の作成を目指します。具体
的には計測対象とする立体的三次元構造の基準試験片を作
成し、これを各種測定法により計測し、電界放出型高分解
能電子顕微鏡（FE-SEM）で測定した基準データと比較･
検討することにより、構造やスケールに適した測定法を選
定します。さらに、構造やスケールに応じた形状計測の表
示法を整備します。
3．平成21年度計画
計測用基準試料を作製し、その試料を用いて各研究機関

においてそれぞれの計測法による計測を実施します。これ
によって、問題点を抽出し、標準化に向けて系統的なデー
タの整理を行います。また、それに並行して、関連する既
存規格の有無及びその活用可能性について調査を行いま
す。

4．研究開発実施団体
（財）マイクロマシンセンター
国立大学法人神戸大学

5．国際規格提案先
IEC/TC47（半導体デバイス）/SC47F（MEMS）

6．幹事国
日本（IEC/TC47/SC47F）

7．国内審議団体
（財）マイクロマシンセンター



45

［事業期間　H21～H23］

40．工作機械の機械安全に関する標準化

1．開発の背景・目的
現在、ISO/TC39/SC10では、工作機械の機種別安全規

格（C規格）に関する国際規格（ISO）化が、既に欧州規
格（EN規格）にあるC規格をベースに審議が進められてお
り、（社）日本工作機械工業会では早くから国内対策委員
会を設置して審議を進めてきました。
しかし、これらの審議の中で、EN規格に規定されてい

る安全対策には実際の運用上において技術的な問題点が
多々あり、さらに、それら安全要求事項の制定根拠（すな
わち、特定の保護方策の選択や制御システムの安全カテゴ
リの設定といった規定内容が採用された理由・経緯・背
景）が安全工学の視点から見て極めて不明瞭であることが
判明しています。
これは、EN規格の制定過程において、機種別の標準モ

デルに対して統一的なリスクアセスメントを実施して、そ
の結果に基づいた規定としていないことに一因があると考
えられます。
本事業では、これらを是正した国際規格の制定を目標と

し、我が国で検証したリスクアセスメント内容を国際規格
に盛り込むと共に、技術的問題点の改善策について積極的
に提案を行います。

2．標準化概要
現状では、工作機械のリスクアセスメントの基準が確立

していないために、機械メーカは自らのリスクの認識や安
全設計が真に妥当なものか判断することが難しく、暗中模
索での対応を迫られています。
工作機械の機種毎に統一的なリスクアセスメントを実施

し、工作機械のもつ危険源とその安全方策との関係の妥当
性を明確にし、機種別リスクアセスメント結果及び技術的
問題点の改善策を国際標準にするよう提案します。
3．平成21年度計画
今年度においては、工作機械の安全要求事項の根拠と考

え方を明確にするため、工作機械メーカ及び機械安全分野
の専門家に協力を呼びかけ、委員会及び機種別WGを組織
します。旋盤、放電加工機、マシニングセンタ及び研削盤
の4機種について、機種別に標準となるモデルを設定し、
各機種に統一的なリスクアセスメントを実施します。これ
により、機械のもつ危険源とその安全対策との関係の妥当
性を検証すると共に、安全要求事項の技術的問題点につい
て検討し、国際標準への提案根拠を構築します。

4．研究開発実施団体
（独）労働安全衛生総合研究所
（社）日本工作機械工業会

5．国際規格提案先
ISO/TC39/SC10（工作機械の機械安全）

6．幹事国
スイス（ISO/TC39/SC10及び同WG5）
ドイツ（ISO/TC39/SC10/WG3）

7．国内審議団体
（社）日本工作機械工業会
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［事業期間　H21～H23］

41．消費者関連規格に関する標準化

1．開発の背景・目的
環境保全や安心安全などに関するニーズが高まりを見せ

る中、国内のみならず、国際標準化の推進にあっても、消
費者の視点の反映がますます重要になってきています。
消費者に関連の深い製品等の標準化は、従来から生産者

主体で進められており、最近ではJIS審議への消費者の参
画は増えつつあるものの、JIS原案作成や国際標準化活動
への参加は未だ十分とは言い難いのが実状です。
これらの状況を踏まえ、本事業では、消費者の多様な標

準化に対する要望を掌握・整理し、それに呼応した標準化
を適切に推進すること、さらに、消費者自らが標準化活動
に積極的に参加できる環境を整備するために、消費者が標
準化の必要性を理解し、知識や理解度を高めることで、
JIS原案の検討や国際提案をできるようにし、国際標準化
活動への理解や参画を促すことを通じて、我が国の国際標
準の着実な獲得に貢献することを目的としています。

2．標準化概要
一般消費者の多様な標準化に対する要望を把握・整理す

るための方法を、必要に応じて諸外国の取組みを参考にし
ながら確立します。
また、消費者団体と生産者団体とが直接意見交換を行え

る場を設置し、消費者が標準化活動に参加しやすい環境を
整備することで、消費者の要望に的確に対応できる標準化
の推進を図ります。
3．平成21年度計画
（1）消費者の標準化ニーズの把握
（2）消費者の標準化ニーズの検討
（3）諸外国の標準化団体及び消費者団体における消費者の
標準化ニーズ把握等の実態調査

（4）消費者に対する標準化の普及・啓発（標準化セミナー
等の実施）

（5）リコール社告のJIS（JIS S 0104）の国際規格提案
（6）ISO/IECガイドのJIS化の検討

4．研究開発実施団体
（財）日本規格協会
主婦連合会

5．国際規格提案先
ISO/PC 240（製品リコール）

6．幹事国
マレーシア（ISO/PC 240）

7．国内審議団体
（独）製品評価技術基盤機構
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［事業期間　H19～H21］（2）補助事業（基準認証研究開発事業）

1．5軸マシニングセンタの運動精度試験方法に関する標準化

4．研究開発実施団体
（社）日本工作機械工業会

5．国際規格提案先
ISO/TC39（工作機械）/SC2（金属切削機械の試験条件）
/WG3（テスト条件の加工センター）

6．幹事国
スイス（ISO/TC39）
アメリカ（ISO/TC39/SC2）
日本（ISO/TC39/SC2/WG3）

7．国内審議団体
（社）日本工作機械工業会

1．開発の背景・目的
近年、日本でも航空機部品などの大形部品の加工に適す

る主軸頭旋回形マシニングセンタ（以下、MC）、また旋盤
形複合加工機にも見られる構造形態である主軸頭・テーブ
ル旋回形同時5軸制御MCを製造するメーカの数も増えてき
ましたが、現状では欧州メーカに一日の長があります。
また、同時5軸制御MCは、通常の3軸制御MCと比べて軸

構成が複雑なことから精度が低くなると言われていますが、
これは5軸制御MCの組立誤差に起因する様々な誤差を適切
に評価する方法がないためです。それらの誤差を何らかの
適切な方法で測定し、補正することにより、5軸制御MCの
精度を飛躍的に向上させることができると考えられます。
本事業では、5軸制御MCに関する問題点を整理し試験方

法を確立することにより、今後、生産の増加が予想される
5軸制御MC分野において、我が国の国際競争力の強化を図
るとともに、国際標準規格策定において日本が指導的立場
を取ることが可能となります。

2．標準化概要
同時5軸制御MCにおける直線運動と回転運動との関係を

明らかにするとともに、回転軸を少なくとも一つ含む、又
は回転軸を2軸含む同時3軸、4軸、5軸制御による運動精
度について測定する方法、及びアメリカ航空宇宙規格であ
るNAS 979に準拠した円すい台の仕上げ加工と同じ運動を
させたときの形状精度についてもより適切な試験条件を明
らかにし、国際標準化を行います。
3．平成21年度計画
同時5軸制御MCの世界の動向・構造形態の調査を行うと

共に、軸構成及び構造形態に適した試験方法の開発を進め
ます。
これまでに開発してきた精度試験方法に対し、シミュレ

ーションにより有効性を確認し、効果が確認できた試験方
法については、国内の5軸制御MC製造メーカに実証試験を
依頼し、その結果についてヒアリング調査を行います。
また、併せて業界からの意見聴取のために説明会を開催

し、規格内容の精度向上に努めます。
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2．産業オートメーションにおける制御機器管理統合システムに関する標準化

1．開発の背景・目的
産業オートメーションの現場では、プラントや工場など

に設置されている制御機器は多数にのぼっており、各機器
の運転状況を全体的に把握することが困難で、それらの制
御機器のメンテナンスを統合的に管理しているケースはご
く少数です。一方、活用されている工場内ネットワーク化
により接続された制御機器の管理を実施する試みもされて
いますが、モニターされる機器側からの情報は一義的でな
く、必要な情報も過不足があり上位の管理仕組み（ソフト、
ハード）にかなりの負担を強いているとともに、横展開で
きていないことから、最適なものになっていません。
本事業では、その課題を解決するために、調達情報から

制御機器ユースフィールドまで制御機器設置状況や運転状
態を一元的に管理できる情報管理体系を整備し、その情報
を管理運営する仕組みを構築していくものです。

2．標準化概要
（1）情報管理体系フレームワークの標準化

制御機器すべてに識別コードを付与し、それら制御機
器を統合管理するためのトラッキングおよびトレーシン
グの手法とフレームワークを定義した標準化

（2）制御機器プロファイリングの標準化
制御機器の特性および安全・保守に関する情報を識別

コードに付属させることを定義する標準化
3．平成21年度計画
平成20年度の成果に基づき、標準化案NP提案のための

ドキュメントを作成し、制御機器統合管理システムに関す
る標準における要求事項（Part１）部を国際提案します。
また、関連する国際標準化機関の国内外委員会との継続調
整を行います。

4．研究開発実施団体
（社）日本電気制御機器工業会

5．国際規格提案先
IEC/TC65（工業プロセス制御）/SC65E （デバイス及びエ
ンタープライズシステムの統合）/SC3D（ライブラリのた
めのデータセット）

6．幹事国
アメリカ（IEC/TC65/SC65E）

7．国内審議団体
（社）日本電気計測器工業会

［事業期間　H19～H21］
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3．セラミックス基板の熱疲労特性試験方法に関する標準化

1．開発の背景・目的
電子制御モジュールは多種多様な製品に使用されていま

すが、高出力化・高集積化・薄型化・軽量化・高周波対応
のニーズが高まり、放熱性に優れたセラミックス基板が使
用されています。稼働中の熱サイクル負荷はますます厳し
くなっており熱サイクル疲労によって長期期間中にセラミ
ックス／金属接合部のはく離による電子制御モジュールの
故障や誤動作の発生が問題となっています。しかし、セラ
ミックス基板（セラミックス／金属接合体）の熱疲労特性
評価方法の標準化がされていないため、メーカは経験に基
づく従来の機械的・熱的特性評価を行っているのが実状で
す。
本事業では、今後市場が急速に拡大することが見込まれ

ているセラミックス基板について、使用中の熱サイクル過
程における熱疲労的損傷を破壊力学で裏付けした試験方法
を開発・確立することによりセラミックス基板の信頼性向
上に資することを目的としています。

2．標準化概要
熱サイクル疲労特性を試験するために、熱サイクル後の

接合部の残存強度として4点曲げ強度テストを実施し、は
く離を見るために熱サイクルによる歪みを測定・解析を行
うことにより理論的裏付けを行い、セラミックス基板の熱
疲労特性標準試験方法を確立し国際標準化します。
3．平成21年度計画
セラミックス基板の熱疲労特性ラウンドロビンテストの

課題を検討し、熱サイクル疲労試験、熱サイクル後の接合
部の残存強度試験について検証を行うとともに、セラミッ
クス／金属板の接合残留応力の分布を計算し、熱疲労特性
の理論的裏付けを行い、試験方法を確立します。以上の結
果をもとに、JIS原案及びISO素案を作成します。

4．研究開発実施団体
（社）日本ファインセラミックス協会

5．国際規格提案先
ISO/TC206（ファインセラミックス）

6．幹事国
日本（ISO/TC206）

7．国内審議団体
ファインセラミックス国際標準化推進協議会

熱サイクル疲労特性のラウンドロビンテスト装置

［事業期間　H19～H21］
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Ⅲ．国際標準化へのアプローチ
1. 年度別事業終了テーマ及び国際標準化の進捗状況
平成9年度～16年度終了テーマ（79テーマ）

①提案件数：111件　②制定件数：80件　③継続審議数：27件　④審議中止：4件

ISO 10303-108

ISO 10303-109

ISO 10303-111

ISO 10303-240

ISO 10303-55

ISO 12231

ISO 12640-2

ISO 13356

ISO 13584-501

ISO 13695

ISO 14042

ISO 14880-1

ISO 14880-2

ISO 14880-3

ISO 14880-4

ISO 14993

ISO 15089

ISO 15536-1

産業オートメーションシステム及びその統合－製品デー
タの表現及び交換－第108部：統合アプリケーションリ
ソース：明示的幾何製品モデルのパラメタ化及び制約

産業オートメーションシステム及びその統合－製品データ
の表現及び交換－第109部：統合アプリケーションリソー
ス：アセンブリモデルのための運動学的及び幾何的制限

産業オートメーションシステム及びその統合－製品デ
ータの表現及び交換－第111部：統合アプリケーション
リソース：ソリッド形状の手続き型モデリングの要素

産業オートメーションシステム及びその統合－製品データの
表現及び交換－第224部：アプリケーションプロトコル：加
工特質を用いたプロセスプラニングのための機械製品の定義

産業オートメーションシステム及びその統合－製品
データの表現及び交換－第240部：アプリケーショ
ンプロトコル

産業オートメーションシステム－製品データの表現
及び交換－第55部：統合共通リソース：手続き形及
びハイブリッド表現

写真－電子スチルカメラ－用語集

ISO 12639:2004 追補1：－TIFF/ITにおけるJBIG2-
Amd2圧縮の使用

グラフィック技術－プリプレスデジタルデータ交
換－第2部：XYZ/sRGB符号化標準色画像データ
（XYZ/SCID）

外科用インプラント－イットリア安定正方ジルコニ
ア（Y-TZP）セラミック材料

産業オートメーションシステム及び統合－部品ライ
ブラリ－第501部：計測器のための参照辞書－登録
手順

光学及びフォトニクス－レーザ及びレーザ関連機
器－レーザのスペクトル特性の試験方法

環境マネジメント－ライフサイクルアセスメント－
ライフサイクル影響評価

マイクロレンズアレイ－第1部：用語集

光学及びフォトニクス－マイクロレンズアレイ－
第2部：波面収差の試験方法

光学及びフォトニクス－マイクロレンズアレイ－
第3部：波面収差以外の光学特性の試験方法

光学及びフォトニクス－マイクロレンズアレイ－
第4部：幾何的特性の試験方法

金属及び合金の腐食－"乾燥"及び"湿潤"条件において
塩水を繰り返し噴霧する促進試験

水質－除草剤及び殺菌剤の選択的免疫測定法の指針

人間工学－コンピュータマネキン及び人体テンプレ
ート

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

平成9年度～16年度修了テーマにおける国際規格の発行実績

人間工学－コンピュータマネキン及び人体テンプレ
ート－第2部：コンピュータマネキンシステムの機
能の検証及び寸法の妥当性確認

表面化学分析－グロー放電光学発光分光分析による
亜鉛及び/又はアルミニウムベースの金属被覆

グラフィック技術及び写真－デジタルスチールカメ
ラ（DSC）のカラー特性－第1部：刺激，方法論及
び試験手順

水質－ダイオキシン類ポリ塩化ビフェニール－ガス
クロマトグラフィ/質量分析法を用いる方法

亜鉛及び/又はアルミニウムを基剤とする鋼材コーテ
ィング－単位面積当たりのコーティング質量及び化
学組成の測定

水質－四～八塩化ダイオキシン及びフラン－同位体
希釈HRGC/HRMSを用いる方法

写真－像質を評価するための精神物理学的実験方
法－第1部：精神物理学的要素の概観

写真－像質を評価するための精神物理学的実験方
法－第2部：三つ組比較法

写真－像質を評価するための精神物理学的実験方
法－第3部：品質定規法

繊維－抗菌加工繊維製品の抗菌性試験方法

食品－遺伝子組替え有機体及び派生製品の検出のた
めの分析方法（附属書）

プラスチック－熱伝導率及び熱拡散係数の求め方－
第3部：温度波分析法

写真及びグラフィック技術－デジタル画像保存，取
扱い及び交換のための拡張カラー符号化－第1部：
アーキテクチャ及び要求事項

水質－高精度電位差滴定法を使用する海水中の全ア
ルカリ度の定量

エラストマー耐震絶縁装置－第1部：試験方法

エラストマー耐震絶縁装置－第2部：橋梁への応
用－仕様

エラストマー耐震絶縁装置－第3部：建築物への応
用－仕様

チタン及びチタン合金－鉄の定量－1.10フェナント
ロリンを使用する吸光光度分析法

チタン及びチタン合金－鉄の定量－原子吸光分析法

チタン及びチタン合金－鉄の定量－誘導結合高周波
プラズマ発光分光分析

ISO 15536-2

ISO 16962

ISO 17321-1

ISO 17858

ISO 17925

ISO 18073

ISO 20462-1

ISO 20462-2

ISO 20462-3

ISO 20743

ISO 22007-3

ISO 22028-1

ISO 22719

ISO 22762-1

ISO 22762-2

ISO 22762-3

ISO 22960

ISO 22961

ISO 22962

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

ISO 10303-224
Ed3

ISO 12639
:2004 Amd1

ISO 21571
（Annex）
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ISO 22963

ISO 23317

ISO 27306

ISO 4665

ISO 7730

ISO/TS 19708

ISO/TR 16066

ISO/TR 14047

ISO/TR 19032

IEC 60204-1

IEC 60335-1

IEC 60947-5-8

IEC 61338-1-4

IEC 61496-1

チタン及びチタン合金－酸素の定量－不活性ガスに
おける溶融後の赤外線法

外科用インプラント－インプラント材料のアパタイ
ト成形能力のためのインビトロ評価

金属材料－鋼製部品の破壊評価のためのCTOD破壊
じん性の拘束損失補正の方法

加硫ゴム，熱可塑性ゴム－耐候性

熱環境の人間工学－PMV及びPPD指標の計算及び局
所快適温熱基準による快適温熱の分析的測定及び解
釈

繊維－洗濯後の繊維の縫い目の滑らかさ外観を評価
する試験方法

ジオシンセティック－ローラコンパクタ法によるイ
ンターロックコンクリートブロック舗装における損
傷をシミュレーションするための手順

円筒歯車－検査手順コード－第5部：歯車測定機器
の評価に関する推奨事項

グラフィック技術－色再現評価のための標準物体の
色のスペクトルデータベース（SOCS）

環境マネジメント－ライフサイクルインパクトアセ
スメント－ISO 14042の適用の例

プラスチック－試験所及び屋外耐候性条件を監視す
るためのポリエチレン対比試験片（PERS）

ISO/IEC 14492:2001追補2：ハーフトーン符号処理
のための適応テンプレートの拡張

情報技術－音響映像オブジェクトの符号化－
第13部：知的財産管理及び保護（IPMP）拡張

環境試験－第2-82部：試験－試験Tx：電気・電子部
品のためのウィスカ試験方法

機械の安全性－機械の電気機器－
第1部：一般要求事項

家庭用及び類似用途の電気機器－安全性－
第1部：一般要求事項

光ファイバ－第1-41部：測定方法及び試験手順－帯
域幅

低電圧開閉装置及び制御装置－第5-8部：制御回路装
置及び開閉素子－3位置イネーブルスイッチ

導波管式誘導共振器－第1-4部：一般情報及び試験条
件－ミリメートル波周波数における誘電共振器材料
の複素比誘電率の測定方法

機械の安全性－電気感光性保護機器－
第1部：一般要求事項及び試験

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

機械の安全性－電気感光性保護機器－第2部：能動
的光電子保護装置（AOPDs）を使用する機器の特定要
求事項

機械の安全性－電気感光性保護機器－第3部：拡散
反射に応答する能動的光電子保護装置（AOPDDR）に
関する特定要求事項

光ファイバコネクタインタフェース－第21部：可塑
性光ファイバのタイプSMIコネクタファミリ

消費者オーディオ/ビデオ機器－デジタルインタフェ
ース－第1部：一般

マルチメディアシステム及び機器－色計測及び管
理－第2-1部：色管理－デフォルトRGBカラースペー
ス－sRGB

マルチメディアシステム及び機器－色計測及び管
理－第2-2部：色管理－拡張RGBカラースペース－
scRGB

マルチメディアシステム及び機器－色計測及び管
理－第8部：マルチメディアカラースキャナ

マルチメディアシステム及び機器－色計測及び管
理－第9部：デジタルカメラ

半導体素子－超小型電気機械素子－
第1部：用語及び定義

半導体素子－超小型電気機械素子－
第2部：薄膜材料の引張試験方法

半導体素子－超小型電気機械素子－
第3部：引張試験のための薄膜標準試験

表面実装技術－表面実装はんだ接合のための環境及
び耐久試験方法－第1-1部：引張強さ試験

表面実装技術－表面実装はんだ接合のための環境及
び耐久試験方法－第1-2部：せん断強さ試験

リードコンタクトユニット－
第2部：ヘビーデューティリードスイッチ

消費者向け電子製品及びネットワークのためのサー
ビス診断インタフェース－ECHONETの実施

電磁波吸収装置のミリメートル波振幅での反射率－
測定方法

マルチメディアホームネットワーク－マルチメディ
ア家電品のためのIPホームネットワーク通信プロト
コル

リードコンタクトユニット－第2-1部：ヘビーデュー
ティリードスイッチ－品質アセスメントの仕様

機械の安全性－電気感光性保護機器－第4部：視覚
的保護装置（VBPD）を用いる機器に関する特定要
求事項

マルチメディアデータ保存－UDFベースファイルシ
ステムのアプリケーションプログラムインタフェー
ス

IEC 61496-2

IEC 61496-3

IEC 61754-21

IEC 61883-1 

IEC 61966-2-1

IEC 61966-2-2

IEC 61966-8

IEC 61966-9

IEC 62047-1

IEC 62047-2

IEC 62047-3

IEC 62137-1-1

IEC 62137-1-2

IEC 62246-2

IEC 62394

IEC 62431 

IEC 62457

IEC/TR 62291

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

ISO 7770
（追加提案）

ISO/TR
10064-5

IEC/PAS
62246-2-1

ISO/IEC 14492
:2001 Amd2

ISO/IEC
14496-13

IEC 
60068-2-82

IEC 
60793-1-41

IEC/TR
61496-4
Ed1.0
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平成17年度終了テーマ（13テーマ）

テーマ名

建材からのVOC等放
散量の評価方法に関す
る標準化

アクチュエータ用圧電
材料の特性試験方法の
標準化

映像の生体安全性評価
法の標準化

抗菌加工製品の試験方
法の標準化

極浅不純物注入半導体
の深さプロファイル分
析のための標準化
再生PET樹脂の流動性
試験方法の標準化

（財）建材試験セン
ター

（財）ファインセラ
ミックスセンター

（独）産業技術総合
研究所

抗菌製品技術協議
会

（独）産業技術総合
研究所

（財）科学技術戦略
推進機構

H14～H17

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

ISO TC146
SC6

IEC TC87 

ISO TC159
SC4

ISO TC61
SC6

ISO TC201
SC6

ISO TC61 
SC5 

3

1

1

1

2

1

1

1

・ホルムアルデヒド
の吸着能を有する
建築材料の濃度低
減性能評価法

・揮発性有機化合物
及びホルムアルデ
ヒドを除くカルボ
ニル化合物の吸着
能を有する建築材
料の濃度低減性能
評価法

・建造物の製品から
の半揮発性有機化
合物放散測定方
法－マイクロチャ
ンバー法

・建築材料の揮発性
有機化合物（VOC）の
フラックス発生量測
定方法－パッシブ法
・ファインセラミッ
クスの高電界に
おける電界誘起
歪みの測定方法
・映像の生体安全性に
関する国際ワーク
ショップ合意文書
・プラスチック表
面における抗菌
性評価の試験法
・領域における深
さ分析スケール
の校正方法
・プラスチック－
熱可塑性プラス
チックのメルト
マスフローレイ
ト（MFR）及び
メルトボリュー
ムフローレイト
（MVR）の求め
方－第1部：標
準的方法
・プラスチック－
熱可塑性プラス
チックのメルト
マスフローレイ
ト（MFR）及び
メルトボリュー
ムフローレイト
（MVR）の求め
方－第2部：温
度の経歴及び／
又は水分に敏感
な材料の試験方
法

（JIS R 1682）

ISO/IWA3

ISO 22196

ISO 23812

実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階 提　案

規格数
発行済
規格数

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

＜続 く＞
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国際標準化段階
0：原案策定グループでの準備段階

1：新規業務項目の提案段階

2：原案検討参画グループでの作業段階

（WD）

3：技術委員会での審議段階（CD）

4：技術委員会最終文書の照会段階

（IEC／CDV, ISO／DIS）

5：国際規格案の承認段階（FDIS）

6：国際規格の発行段階（IS）

人工股関節部材等の安
心・安全性に係わる評
価技術の標準化

製造用情報連携システ
ムの標準化

生体情報による個人識
別情報（バイオメトリ
クス）を利用した社会
基盤に関する標準化

（財）ファインセラ
ミックスセンター

（財）製造科学技術
センター

（社）日本自動認識
システム協会
（財）ニューメディ
ア開発協会

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

ISO TC150
SC4

ISO TC184
SC5

IEC SC65E

ISO/IEC
JTC1 SC27
SC37

・全人工膝関節の
摩耗－Part１荷
重制御式摩耗試
験機の荷重及び
変位パラメータ
ーと試験環境条
件
・全人工股関節の
摩耗－Part１荷
重制御式摩耗試
験機の荷重及び
変位パラメータ
ーと試験環境条
件
・試験アプリケー
ションのための
サービスインタ
ーフェース第４
部：装置能力プ
ロファイルのテ
ンプレート
・ソフトウェア製
造能力の相互接
続性のためのプ
ロファイル第５
部：複数のケイ
パビリティクラ
スを用いたプロ
ファイルマッチ
ングの方法
・エンタプライズ
制御システムの
インテグレーシ
ョン第3部：オ
ペレーションマ
ネージメント製
作の活動モデル
・バイオメトリク
スの安全活用の
ための技術的な
研究提案
・社会的課題とし
ての法的・制度
的環境の研究提
案
・バイオメトリク
スのセキュリテ
ィ評価フレーム
ワーク
・バイオメトリク
スのための認証
コンテキスト

（JIS T 0308）

ISO 16100-5

IEC 62264-3

ISO/IEC TR
24714-1

ISO/IEC19792

ISO/IEC 24761

平成17年度終了テーマ（13テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階 提　案

規格数
発行済
規格数

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

＜続 く＞

2

3

6

2

5
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生体情報による個人識
別情報（バイオメトリ
クス）を利用した社会
基盤に関する標準化

製品・部品への二次元
シンボルのダイレクト
マーキング及び自動読
取り技術の標準化

バイオインフォマティ
クスに関する標準化

ITSにおける中広域通
信システム（CALM）
のマネジメント機能に
関する標準化
RFID（無線タグ）・
リライト複合体媒体タ
グの標準化

（社）日本自動認識
システム協会
（財）ニューメディ
ア開発協会

（社）日本自動認識
システム協会

（社）バイオ産業情
報コンソーシアム

（社）自動車技術会

（独）理化学研究所

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

Ｈ15～H17

ISO/IEC
JTC1 SC27
SC37

ISO/IEC
JTC1 SC31

OMG →ISO
注）OMG：
ObjectMana
gementGro
up
ISO TC204
WG16

ISO
TC104、
TC122

・情報技術－相互
運用性及びデー
タ交換のための
生体認証プロフ
ァ イ ル － 第 1
部：生体認証シ
ステム及び生体
認証プロファイ
ルの概観
・情報技術－相互
運用性及びデー
タ交換のための
生体認証プロフ
ァ イ ル － 第 2
部：空港従業員
の物理的アクセ
ス制御
・情報技術－自動
識別及びデータ
捕捉技術－ダイ
レクトパートマ
ーキング（DPM）
の指針
・バイオインフォ
マティクスデー
タベース

・CALMネットワ
ークプロトコル

・ＲＦＩＤ（無線
タグ）リライト
複合媒体タグの
標準化

ISO/IEC24713-1

ISO/IEC24713-2

ISO/IEC TR
24720

平成17年度終了テーマ（13テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

6

1

1

21

5

1

11

＜続 く＞

機械生産プロセスシス
テムの標準化

（財）日本情報処理
開発協会

Ｈ13～H18 ISO TC184
SC4

・産業オートメーショ
ンシステム及びその
統合－製品データの
表現及び交換－第224
部：アプリケーショ
ンプロトコル:加工特
質を用いたプロセス
プラニングのための
機械製品の定義

ISO 10303-224

平成18年度終了テーマ（10テーマ）

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

3 3
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国際標準化段階
0：原案策定グループでの準備段階

1：新規業務項目の提案段階

2：原案検討参画グループでの作業段階

（WD）

3：技術委員会での審議段階（CD）

4：技術委員会最終文書の照会段階

（IEC／CDV, ISO／DIS）

5：国際規格案の承認段階（FDIS）

6：国際規格の発行段階（IS）

機械生産プロセスシス
テムの標準化

光触媒試験方法の標準
化

（財）日本情報処理
開発協会

（社）日本ファイン
セラミックス協会

Ｈ13～H18

Ｈ15～H18

ISO TC184
SC4

ISO TC206

・産業オートメーシ
ョンシステム及び
その統合－製品デ
ータの表現及び交
換－第240部：ア
プリケーションプ
ロトコル
・製品の３次元形
状データの品質
保証規準の標準
化
・ファインセラミ
ックス－光触媒
材料の空気浄化
性能試験方法－
第１部：窒素酸
化物の除去性能
・ファインセラミ
ックス－光照射
下での光触媒抗
菌加工製品の抗
菌性試験方法・
抗菌効果
・ファインセラミ
ックス－光触媒
材料のセルフク
リーニング性能
試験方法－第1
部：水接触角の
測定
・ファインセラミ
ックス－紫外線
励起形光触媒試
験用光源
・ファインセラミ
ックス－活性酸
素生成能力測定
による光触媒材
料の水質浄化性
能試験方法
・ファインセラミ
ックス－光触媒
材料の空気浄化
性能試験方法－
第2部：アセト
アルデヒドの除
去性能
・ファインセラミ
ックス－光触媒
材料の空気浄化
性能試験方法－
第３部：トルエ
ンの除去性能

ISO 10303-240

ISO 10303-59

ISO 22197-1

ISO 27447

ISO 27448

平成18年度終了テーマ（10テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

3

7

3

3

＜続 く＞
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化学製品中の微量有害
成分測定法の標準化―
蛍光X線分析方法

産業オートメーション
における安全の標準化

産業ロボットを活用し
たセル生産システムの
標準化
自由視点テレビ符号化
技術の標準化

微生物酸化分解試験方
法の標準化

低温鉛フリーはんだ実
装のための基盤技術確
立と標準化

プローブ情報システム
における個人情報保護
に関する標準化

（社）日本化学工業
協会

（社）日本電気制御
機器工業会

（社）日本ロボット
工業会

（社）電子情報技術
産業協会

（財）バイオインダ
ストリー協会

（財）電子情報技術
産業協会

学校法人慶応義塾
慶応義塾大学SFC
研究所

H16～H18

H16～H18

H16～H18

H16～H18

H16～H18

H16～H18

H14～H18

ISO TC47

IEC TC65

ISO TC184
SC2

ISO/IEC
JTC1 SC
29 WG1
WG11
ISO TC61
SC5

IEC TC91

ISO TC204
WG16

・化学製品中の微
量有害成分測定
法の標準化－蛍
光Ｘ線分析方法
・機能安全検証方
法の標準化－機
能安全ソフトウ
ェアのCプログ
ラミング規約
（ガイドライン）
・機能安全検証方
法の標準化－機
能安全ソフトウ
ェアの検証ガイ
ドライン

・ロボットセル生
産システムに関
する標準化
・自由視点テレビ
符号化方式（多
視点映像符号
化）
・制御されたコン
ポスト条件下の
好気的究極生分
解度の求め方－
発生二酸化炭素
の分析による方
法－第2部：実験
室規模の試験で
発生する二酸化
炭素の重量測定
・低温鉛フリーは
んだ接合部の信
頼性に対するボ
イド許容基準
・低温鉛フリーは
んだ微細接合部
の力学的信頼性
評価方法
・低温鉛フリーは
んだ実装の接合
信頼性試験方法
・低温鉛フリーは
んだに対応した
電子デバイスの
はんだ付け性試
験方法
・プローブ情報サ
ービスにおける
個人情報保護に
関する基本原則

ISO/IEC 14496-
10 ANNEX H

ISO 14855-2

IEC 62137-1-5

平成18年度終了テーマ（10テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

1

1

2

1

1

1

1

＜続 く＞
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国際標準化段階
0：原案策定グループでの準備段階

1：新規業務項目の提案段階

2：原案検討参画グループでの作業段階

（WD）

3：技術委員会での審議段階（CD）

4：技術委員会最終文書の照会段階

（IEC／CDV, ISO／DIS）

5：国際規格案の承認段階（FDIS）

6：国際規格の発行段階（IS）

給湯使用モードと熱効
率測定方法の標準化

（社）日本ガス石油
機械工業会

H18

平成18年度終了テーマ（10テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

15 9

＜続 く＞

平成19年度終了テーマ（6テーマ）

転動部材用ファインセ
ラミックスの破壊特性
試験方法の標準化

ナノ粒子の安全性評価
方法の標準化

非接触三次元測定機の
精度評価方法の標準化

プラスチックリサイク
ルの標準化

（独）産業技術総
合研究所

（独）産業技術総
合研究所

（独）産業技術総
合研究所

日本プラスチック
工業連盟

Ｈ17～H19

Ｈ17～H19

Ｈ17～H19

Ｈ17～H19

ISO TC206

ISO TC229

ISO TC213

ISO TC159

ISO TC159

ISO TC61
SC9

・転勤部材用窒化
ケイ素の室温に
おける圧子圧入
（IF）法による破
壊抵抗試験方法
・ボールオンフラ
ット方式による
窒化ケイ素の室
温転動疲労特性
の試験法
・In vitro試験に用
いるナノ材料サン
プル液中のエンド
トキシン測定法
・毒性スクリーニン
グ試験法に関する
ガイダンス（PAS）
・製品の幾何特性
仕様（GPS）－座
標測定機（CMM）
の受け入れ及び
定期検査－第８
部：光学式距離
センサを用いた
CMM
・ISO 人体形状ス
キャナの不確か
さ検証のための
テストオブジェ
クト
・工業デザインの
ための基本人体
測定項目－パー
ト２：ISOメン
バー個別の人体
寸法統計
・プラスチック－
使用済みポリエ
チレンテレフタ
レート（PET）
ボトル再生材－
第1部：呼び方
のシステム及び
仕様表記の基礎

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

1

2

3
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プラスチックリサイク
ルの標準化

ブロードバンドFTTH
時代に向けた高品位光
伝送システム用光部
品・モジュールの安全
性及び信頼性の標準化

日本プラスチック
工業連盟

（財）光産業技術振
興協会

H17～H19

H17～H19

ISO TC61 
SC9

ISO TC61
SC11

IEC TC86

・プラスチック－
使用済みポリエ
チレンテレフタ
レート（PET）ボ
トル再生材－第
２部：試験片の
作り方及び性質
の求め方
・プラスチック－
無延伸ポリエチ
レンテレフタレ
ート（PET）シート
・光受動部品のハ
イパワー評価TR
・光受動部品のハ
イパワー信頼性
ガイドライン文書
・ハイパワー光によ
る高出力光部品
の安全性要求事
項の標準化（光
ヒューズ、光リ
ミッタの性能標
準）
・ハイパワー光によ
る光コネクタ端
面の損傷に関す
る標準化（光コ
ネクタ端面清掃
方法のTR）
・ハイパワー光によ
る光ファイバ溶
融に関する限界
値の標準化
・新形態通信用光モ
ジュールの信頼
性評価方法（動
作中振動衝撃評
価TR）
・新形態通信用光モ
ジュールの信頼
性評価方法（光
可変減衰器等の
性能標準）
・ダイナミックモジ
ュールの信頼性
・群遅延リップル測
定TR

IEC TR 62547

IEC 62343-1-2

平成19年度終了テーマ（6テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

11 2

＜続 く＞
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国際標準化段階
0：原案策定グループでの準備段階

1：新規業務項目の提案段階

2：原案検討参画グループでの作業段階

（WD）

3：技術委員会での審議段階（CD）

4：技術委員会最終文書の照会段階

（IEC／CDV, ISO／DIS）

5：国際規格案の承認段階（FDIS）

6：国際規格の発行段階（IS）

ブロードバンドFTTH
時代に向けた高品位光
伝送システム用光部
品・モジュールの安全
性及び信頼性の標準化

剛体振子による塗料と
塗膜の物性測定方法の
標準化

（財）光産業技術振
興協会

（財）日本塗料検査
協会

H17～H19

H18～H19

IEC TC86

ISO TC35
SC9

・新形態通信用光
モジュールの信
頼性評価方法
（ダイナミック
モジュールの故
障モードTR）
・新形態通信用光
モジュールの信
頼性評価方法
（光能動部品、
光受動部品を含
む複合モジュー
ルの信頼性評価
方法）
・ハイパワー光に
よる高出力光部
品の安全性要求
事項の標準化
（ハイパワーに
関するTR）
・自由減衰振動法
による素材上で
の塗料と塗膜の
物性の測定方法
第1部： 塗料の
硬化開始温度の
測定方法
・自由減衰振動法
による素材上で
の塗料と塗膜の
物性の測定方法
第1部： 塗膜の
熱的性質（ガラ
ス転移温度）の
測定方法

平成19年度終了テーマ（6テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

2

19 2

アクセシブルデザイン
技術標準化

（独）産業技術総合
研究所
（財）共用品推進機構

H18～H20 ISO TC159
SC4
ISO TC159
SC5

・消費生活製品の
凸記号表示
・消費生活製品の
報知音
・消費生活製品の
報知音－妨害音
及び聴覚の加齢
変化を考慮した
音圧レベル

平成20年度終了テーマ（9テーマ）

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

6

＜続 く＞
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アクセシブルデザイン
技術標準化

新規POPs候補物質の
分析法の標準化

製品の幾何公差（GPS）
の標準化に関する調査
研究

（独）産業技術総合
研究所
（財）共用品推進機構

（独）産業技術総合
研究所

（社）日本機械学会

H18～H20

H18～H20

H18～H20

ISO TC159
SC5

ISO TC147
SC2

ISO TC213

ISO TC213

ISO TC213

ISO TC10

ISO TC10

・視覚表示物一年
代別相対輝度の
求め方及び光の
評価方法
・視覚表示物－最
小可読文字サイ
ズ設定方法
・音声の音圧レベ
ル設定方法
・色の組み合わせ
方法
・触覚識別特性
・ 水 試 料 中 の
PFOS/PFOAの
標準分析法
・ 水 試 料 中 の
PFOS/PFOA関
連物質の標準分
析法
・水試料中の臭素
系難燃剤の標準
分析法
・製品の幾何特性
仕様（GPS）－
表面性状：面領
域－第701部：
触針式測定機の
校正と測定標準
- 補遺
・製品の幾何特性
仕様（GPS）－
表面性状：面領
域 - 光焦点の自
動焦点方式曲線
式測定機の基本
特性
・製品の幾何特性
仕様（GPS）－
成形部品の寸法
公差及び幾何公
差－第3部：鋳
造品の寸法公差
方式並びに削り
代
・製図－用語（附
属書）
・製図－長さ寸法
の図示法（附属
書）

ISO 25101

ISO 8062-3
ANNEX

平成20年度終了テーマ（9テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

1

7

1

1

＜続 く＞
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国際標準化段階
0：原案策定グループでの準備段階

1：新規業務項目の提案段階

2：原案検討参画グループでの作業段階

（WD）

3：技術委員会での審議段階（CD）

4：技術委員会最終文書の照会段階

（IEC／CDV, ISO／DIS）

5：国際規格案の承認段階（FDIS）

6：国際規格の発行段階（IS）

＜続 く＞

製 品 の 幾 何 公 差
（GPS）の標準化に関
する調査研究

繊維複合材料の発展型
及び基礎的強度試験法
の標準化（発展型試験
法分）

バイオメトリクス（指
紋）の互換性及び相互
運用性に関する標準化

（社）日本機械学会

（独）宇宙航空研
究開発機構
（社）強化プラス
チック協会

（財）ニューメデ
ィア開発協会

H18～H20

H18～H20

H18～H20

ISO TC213

ISO TC213

ISO TC61
SC13

ISO/IEC
JTC1 SC17

ISO/IEC
JTC1 SC37
ISO/IEC
JTC1 SC37

・製品の幾何特性
仕様（GPG）－
非接触座標測定
機の受入検査及
び定期検査－第
x部：光学式距
離センサをもつ
CMM
・製品の幾何特性
仕様（GPG）－
非接触座標測定
機の受入検査及
び定期検査－ビ
デオプローブシ
ステムをもつ
CMM
・炭素繊維強化プ
ラスチックの衝
撃後圧縮試験方
法
・炭素繊維強化プ
ラスチックの有
孔圧縮強さ試験
方法（OHC）
・炭素繊維強化プ
ラスチックの有
孔引張強さ試験
方法（OHT）
・炭素繊維強化プ
ラスチックのガ
ラス転移温度試
験方法（Tg）
・炭素繊維プラス
チックの面内せ
ん断強さ試験方
法（Iosipescu法）
・炭素繊維強化プ
ラスチックの面
圧・断手強度試
験方法
・繊維強化プラス
チック－曲げ特
性の求め方
・ICカード－第４
部：指紋画像と
指紋特徴点を用
いた生体認証に
関する実装方法
・指紋画像採取ガ
イドライン
・指紋データベー
スの難易度に関
する技術評価方
法

平成20年度終了テーマ（9テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

5

3
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汎用電子情報交換環境
整備プログラム

有機薄膜の高精度組成
分析のための標準化

MEMSデバイス機構材
料の寿命加速試験法、
並びにその特性評価試
験用校正試料の標準化
（ＭＥＭＳデバイス機
構材料の特性計測評価
方法に関する標準化）

自動車内装材の揮発性
有機化合物（VOC）
放散測定方法に関する
標準化

（独）国立国語研
究所
（財）日本規格協会
（社）情報処理学会

（独）産業技術総
合研究所

（財）マイクロマ
シンセンター

（社）自動車技術会
（株）カネカテク
ノリサーチ

H18～H20

H18～H20

H18～H20

H19～H20

・CJK統合漢字拡
張C
・CJK統合漢字拡
張D
・CJK統合漢字拡
張E
・CJK統合漢字拡
張F
・日本電子政府向
け互換漢字
・飛行時間型分析
器の質量目盛の
校正法
・分子構造に損傷
を与えない一次
イオンビームの
限界量の決定手
順
・共振振動を用い
たMEMSデバイ
ス構造体の寿命
加速試験方法
・MEMS機構材料
の計測評価校正
用標準試料
・MEMS機構材料
の接合強度試験
法
・サンプリングバッ
グ法による自動
車内装材のVOC
放散測定方法

ISO/IEC 10646
Amd 5

平成20年度終了テーマ（9テーマ）

テーマ名 実施団体 事業期間
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

4

27

1

3

ISO/IEC 
JTC 1 SC 2

ISO TC201
SC6

IEC TC47
SC 47Ｆ

ISO TC22

ISO/IEC TC



63

国際標準化段階
0：原案策定グループでの準備段階

1：新規業務項目の提案段階

2：原案検討参画グループでの作業段階

（WD）

3：技術委員会での審議段階（CD）

4：技術委員会最終文書の照会段階

（IEC／CDV, ISO／DIS）

5：国際規格案の承認段階（FDIS）

6：国際規格の発行段階（IS）

生体活性セラミックス
の特性評価に関する標
準化

排出ガス中の揮発性有機
化合物（VOC）濃度の
測定方法に関する標準化
SOFC単位セルアッセ
ンブリー試験方法に関
する標準化
バイオメトリクスアプ
リケーションインター
フェース標準規格への
適合性試験に関する標
準化

ポリマー光導波路の性
能評価に関する標準化

生分解性プラスチック
の微生物嫌気分解試験
方法に関する標準化

建材の部位別性能評価
法に関する標準化調査

多層カーボンナノチュ
ーブ及びフラーレンの
計測・評価法に関する
標準化

（社）日本ファイン
セラミックス協会

（社）産業環境管
理協会

（独）産業技術総
合研究所

（社）日本自動認
識システム協会
沖ソフトウェア（株）

（財）光産業技術
振興協会

（財）バイオイン
ダストリー協会
（独）産業技術総合
研究所

（社）日本建材・
住宅設備産業協会
（株）ドット・コーポ
レーション

JFEテクノリサーチ

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

ISO TC150

TC146 SC1

ISO TC105

ISO/IEC
JTC1
SC37 

IEC TC86
JWG9

ISO TC61
SC5
WG22

ISO TC59、
TC163

ISO TC229

・多孔質材料の特
性評価方法
・骨ペースト材料
の特性評価方法
・排ガス中の揮発
性有機化合物
（VOC）の測定法
・SOFC単位セル
アッセンブリー
試験方法
・フレームワーク適
合性評価試験パ
ート３：フレー
ムワークのテス
トアサーション
・アプリケーショ
ン適合性評価試
験パート４
・光配線板総則
・光配線板光学特
性測定法
・光配線板寸法測
定法
・生分解性プラス
チックの微生物
嫌気分解試験方
法に関する標準
化
・建築における部
位の性能規格
・建築の部位別性
能評価方法（シ
ミュレーショ
ン・試験方法な
ど）
・部位別構成要素
分類
・多層カーボンナノ
チューブ（MWC
NT）の特性評価
法
・多層カーボンナノ
チューブ（MWC
NT）の純度評価
試験
・多層カーボンナノ
チューブ（MWC
NT）の物理的性
質の評価方法
・多層カーボンナノ
チューブ（MWC
NT）の幾何学的
性質の評価方法

IEC 62496-1

平成21年度終了予定テーマ（16テーマ）

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

1

2

3

1

1

1

＜続 く＞
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多層カーボンナノチュ
ーブ及びフラーレンの
計測・評価法に関する
標準化
発熱分解エネルギー測
定の試験方法

簡易型蛍光X線分析器
を用いた土壌汚染検出
法に関する標準化

プローブ情報システム
の匿名性・セキュリテ
ィ評価基準等に関する
標準化

光触媒材料のバイオフ
ィルム抑制効果評価方
法に関する標準化

鉛フリーはんだを用い
たフローはんだ付け機
器の損傷抑制技術の評
価試験方法に関する標
準化

５軸マシニングセンタ
の運動精度試験方法に
関する標準化

JFEテクノリサーチ

（独）産業技術総
合研究所
（社）全国火薬類
保安協会
（社）地盤工学会

学校法人慶應義塾
慶應義塾大学SFC
研究所

（独）産業技術総
合研究所
（社）日本ファイン
セラミックス協会
（社）電子情報技
術産業協会
（財）日本電子部
品信頼センター
国立大学法人大阪
大学 接合科学研
究所

（社）日本工作機
械工業会

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

H19～H21

ISO TC229

国連TDG
会議

ISO TC190
SC3

ISO TC204
WG16

ISO TC206

ISO TC91

ISO TC39
SC2

・高速液体クロマ
トグラフィーに
よるフラーレン
の分析方法
・発熱分解エネル
ギー測定の試験
方法

・スクリーニング
に関するガイド
ライン
・蛍光Ｘ線分析法
・プローブ情報シ
ステムの匿名
性・セキュリテ
ィ評価基準等に
関する標準化
・光触媒製品のバ
イオフィルム形
成阻害性能に関
する評価方法
・鉛フリーはんだ
によるステンレ
ス鋼損傷の評価
試験方法
・鉛フリーはんだ
によるステンレ
ス鋼表面処理材
の損傷評価試験
方法
・マシニングセン
タ－検査条件－
第６部：送り速
度、主軸速度及
び補間運動の精
度
・マシニングセン
タ－検査条件－
第１部：横形主
軸頭をもつ機械
の精度検査（水
平Z軸）
・マシニングセン
タ－検査条件－
第２部：立て形
主軸頭をもつ機
械の静的精度
（垂直Z軸）
・マシニングセン
タ－検査条件－
第３部：万能主
軸頭をもつ機械
の精度検査
・マシニングセン
タ－検査条件－
第７部：工作精度

平成21年度終了予定テーマ（16テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

2

3

＜続 く＞
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国際標準化段階
0：原案策定グループでの準備段階

1：新規業務項目の提案段階

2：原案検討参画グループでの作業段階

（WD）

3：技術委員会での審議段階（CD）

4：技術委員会最終文書の照会段階

（IEC／CDV, ISO／DIS）

5：国際規格案の承認段階（FDIS）

6：国際規格の発行段階（IS）

産業オートメーション
における制御機器管理
統合システムに関する
標準化

セラミックス基板の熱
疲労特性試験方法に関
する標準化

（社）日本電気制
御機器工業会

（社）日本ファイン
セラミックス協会

H19～H21

H19～H21

IEC TC65
SC65E

IEC TC65
SC3D

IEC TC65
SC65E

ISO TC206

・制御機器個体識
別コードの標準
化
・情報管理体系フ
レームワークの
標準化
・制御機器プロフ
ァイリングの標
準化
・セラミックス基
板の熱的特性試
験方法

平成21年度終了予定テーマ（16テーマ）続き

テーマ名 実施団体 事業期間 ISO/IEC TC
国際標準化段階

国際規格提案内容
ISO/IEC
規格番号10 2 3 4 5 6

提　案
規格数

発行済
規格数

13 1
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2. 研究開発・標準化の成果（3事例）

『鉄鋼材料の破壊靱性評価手順の標準化』

1 研究開発プロジェクトの概要
構造物の破壊安全性の評価は、従来から応力拡大係数数

KやJ 積分、き裂先端開口変位CTODをパラメータとする破
壊力学的手法が適用されているが、最近の製鋼技術の進歩
によって多くの特性をもつ鋼材が開発され、構造化様式も
変化に富むようになると、従来の破壊力学的手法では十分
に対応しきれなくなってきた。すなわち、従来法によると
過度に安全側の評価結果（構造破壊性能の過小評価、また
は材料要求破壊靭性値の過大評価）となりがちで、この傾
向は降伏比（＝降伏応力/引張強さ）の高い高強度鋼にお
いて特に著しく、大型構造物への高強度鋼の適正利用を阻
害する要因の一つになっている。これは、小型の材料試験
片（破壊靭性試験片）と実構造要素とでは塑性拘束度に大
きな差があることが原因である。そのため両者の拘束差を
補正し、破壊靭性試験結果から構造要素の破壊性能を高精
度で評価可能とする手法の標準化を図った。

3 計画研究開発・標準化の推進組織等
（1）開発推進者：プロジェクトリーダー

南二三吉（大阪大学）
（2）国際規格提案先：ISO/ TC164 SC4F委員会
（3）国内審議団体：（財）日本情報処理開発協会電子商取

引推進センター
（4）幹事国：（財）金属系材料研究開発センター
（5）設置標準化委員会名称（委員長・主査）：

鉄鋼材料の破壊靭性評価手順の標準化委員会委員長
南二三吉（大阪大学）

2 計画段階
（1）アイデアの創出
①従来の破壊力学パラメータに代わり、脆性破壊に寄与する
き裂先端近傍の応力を破壊に対する重みを考えて積分した
パラメータ「ワイブル応力」を脆性破壊の駆動力として用
いる。

②小型材料試験片（破壊靭性試験片）と実構造要素が同じワ
イブル応力を与える両者のCTOD比を等価CTOD比β（＝
破壊靭性試験片のCTOD／構造要素のCTOD）として定義
し、これを介して破壊靭性試験と実構造要素の破壊性能を
対応づける。

③溶接構造物の脆性破壊は溶接部から生じることが多いが、
溶接部は材質の不均一や残留応力を含み、取扱いが複雑な
ので、まず鋼材母材を対象に評価手法の標準化を図る。

（2）標準化に向けたポイント
①ワイブル応力の計算には３次元有限要素法解析を必要とす
るので、一般の技術者・設計者にはなじみがたい。そこで、
代表的な構造要素についてあらかじめワイブル応力を計算
しておき、材料の機械的特性（降伏比）や実構造要素の想
定き裂タイプ・き裂寸法などの関数として、等価CTOD比
βをモノグラフで与え、数値解析しなくとも簡単に算定で
きるようにする。

②等価CTOD比βは負荷レベルにも依存するが、負荷レベル
の関数として与えると、取扱いが複雑化する。そこで、き
裂材が小規模降伏状態を越える変形レベルになると、等価
CTOD比βはほぼ一定の値を示す傾向にあることをふまえ
て、この変形範囲を対象として等価CTOD比βを負荷レベ
ルに依存しない一定値で与える。

③等価CTOD比βの算定に必要な材料パラメータ、き裂形
状・寸法パラメータはできる限り少なくして、βを算定し
やすくする。
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（財）金属系材料研究開発センター

6 学会等発表論文
①F. Minami: Correction of CTOD Toughness for Constraint Loss in Structural
Components, Materials Science Forum, Vols. 426-432（2003）, pp.4483-4488.
②F. Minami and K. Arimochi: Constraint Correction of Fracture Toughness
CTOD for Fracture Performance Evaluation of Structural Components,
Predictive Material Modeling: Combining Fundamental Physics
Understanding, Computational Method and Empirically Observed Behavior,
ASTM STP 1429（2004）, pp.48-66.
③F. Minami, M. Ohata, H. Shimanuki, T. Handa, S. Igi, M. Kurihara, T.
Kawabata, Y. Yamashita, T. Tagawa and Y. Hagihara: Method of Constraint
Loss Correction of CTOD Fracture Toughness for Fracture Assessment of
Steel Components, Engineering Fracture Mechanics, Vol. 73（2006）,
pp.1996-2020.
④H. Shimanuki, M. Ohata and F. Minami: Application of Equivalent CTOD Ratio
b to Fracture Assessment of Structural Components, Part I : Wide Plate Panels
Subjected to Bi-Axial Loading, Proc. 9th European Mechanics of Materials
Conference, EMMC9, Local Approach to Fracture, Paper 50, More--Sur-Loing,
France,（2006）.
⑤S. Igi, T. Kubo, M. Kurihara and F. Minami: Fracture Assessment of Welded
Joint with Geometrical Discontinuity Using the Weibull Stress, Proc. 26th Int.
Conf. on Offshore Mechanics and Arctic Engineering, San Diego, California,
USA, OMAE2007-29246,（2007）.
⑥F. Minami, Standardization of Procedure for CTOD Toughness Correction for
Constraint Loss in Structural Components, Proc. 2007 International Forum on
Welding Science and Engineering, Beijing, China,（2007）, pp.179-192.
⑦F. Minami and M. Ohata, Standardization of CTOD Toughness Correction for
Constraint Loss in Steel Components, Proc. PVP2008, July 27-31, 2008,
Chicago, Illinois, USA, PVP2008-61076, （2008）.
⑧M. Ohata and F. Minami: Equivalent CTOD Ratio b for Engineering
Assessment of CTOD Correction for Constraint Loss, Proceedings of
PVP2008, July 27-31, 2008, Chicago, Illinois, USA, PVP2008-61142,（2008）.
⑨S. Igi, M. Ohata and F. Minami, Application of Equivalent CTOD Ratio to
Fracture Assessment of  Structural Component, Proceedings of PVP2008, July
27-31, 2008, Chicago, Illinois, USA, PVP2008-61631,（2008）.
⑩T. Handa, H. Mimura, M. Ohata and F. Minami: Relationship between Weibull
Parameter and Fracture Toughness of Structural Steels, Proceedings of
PVP2008, July 27-31, 2008, Chicago, Illinois, USA, PVP2008-61680,（2008）.
他，国際会議発表数件。

7 特許出願
なし

8 国際標準化活動の成果
（1）金属材料─鋼製部品の破壊評価のためのCTOD破壊じん性拘束損失補正の方法　（H21.5 IS発行　ISO 27306）

9 経済効果・波及効果
本規格は、降伏比の高い高強度鋼ほど適用のメリットが大きく（降伏比が高いほど等価CTOD比bが小さくなって、従来法の過剰

な安全側評価傾向が排除されるため）、我が国が世界の先端をいく高級鋼材の大型構造物への適正な利用拡大につながることが期待
される。それによって、従来できなかった構造空間設計が可能となり、軽量化による省エネルギー・省資源化の観点からも優位性
を発揮する。本規格が、鉄鋼、重工、機械、エンジニアリング等の我が国の製造業の国際競争力を支える一助となれば幸いである。

10 平成20年度以降の展開
（1）本規格の翻訳JIS化（予定）
（2）本規格の溶接継手への適用のための研究開発

4 研究開発段階（H14～H16年度）
（1）概要
プロジェクトリーダー：南二三吉，研

究開発実施団体：（財）金属系材料研究
開発センターとして、本評価手法の枠組
み、評価対象と範囲、標準化骨子をまと
め、国際会議で成果をアピールしてきた。
（2）共同開発
なし

5 国際標準化段階（H17～H21年度）
（1）標準化案審議状況
①平成17年10月　NWIPとして立ち上げ
（00:20）
②平成18年 2月　NWIP成立（10:20）
③平成18年 5月　WD成立（20:20）
④平成18年12月　CD成立（30:20）
⑤平成20年 2月　DIS成立（40:20）
⑥平成21年 2月　FDIS成立（50:20）
⑦平成21年 5月　ISO規格（ISO27306）成
立，発行

（2）賛同国作り
①H14～H16年度の研究開発段階におい
て、本手法の専門分野に明るい主要機
関（フランス：Ecole des Mines、英
国：TWI、ドイツ：GKSS、米国：
ASTM）を訪問して説明し、理解を求め
た。また、TC164/SC4F議長も直接訪問
し、内容説明を行い、賛同を得た。
②アジアにおいても、中国や韓国の関係
機関を訪問し、本手法の紹介を行った。



68

『新規POPs候補物質の分析法の標準化』

1 研究開発プロジェクトの概要

国際的化学物質規制条約であるPOPs条約（残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約）に平成21年5月に追加が決
定されたペルフルオロオクタンスルフォン酸（PFOS）及びペルフルオロオクタン酸（PFOA）の国際標準分析法を開発した。
（独）産業技術総合研究所で開発した技術を用い、環境管理技術研究部門山下信義主任研究員がコンビナーを獲得し国際規格
化を主導、その優れた精度・信頼性により国際レベルでデファクトスタンダードとして採用され、世界19ヶ国の100%賛成投
票により最終規格案（FDIS）を省略し、日本提案の環境標準規格としてはまれにみる短期間で国際規格ISが完成した。

2 計画段階

（1）アイデアの創出
（独）産業技術総合研究所環境管理技術研究部門では、ダイオキシン・塩素化ナフタレン・内分泌かく（攪）乱物質等、化
学物質の危険性が明らかになってから後ろ手に回った対応を行うのではなく、第一線での優れた国際的研究を展開することで
近い将来リスク評価が必要な化学物質問題に事前に対応するための数多くの基礎研究を行ってきた。国内でPFOSがあまり知
られていなかった平成12年に開始した、国内初のPFOS研究であるNEDOプロジェクト「PFOS（perfluorooctanyl sulfonate）関
連物質の分析法確立・危険性評価に関する研究」（NEDO project report no.00X43011x, 平成14年報告書）もその一例である。こ
れにより世界最高感度・高信頼性のPFOS分析法を開発し、現在まで30報近い国際一流誌への論文発表を行い、本研究領域で
の国際的指導者の一人として認められており、得られた科学技術を国際標準化へ結びつけることで国際社会を見据えた化学物
質の安全管理システムの構築が可能と考え、国際標準化活動を開始した。
（2）標準化に向けたポイント
世界トップレベルの技術のため国外専門家の評価は高く、草稿作りはスムーズであった。ただし、CD投票時

（ISO/TC147/SC2/WG56、CD25101）の国内体制不備により、日本提案規格についてJISCが無投票という事態になり、一時は
遂行が危ぶまれたが、その後の関係者打ち合わせにより、当所のスケジュールに戻ることができた。本成果により、真に優れ
た科学技術は国際的に容易に受け入れられ、ISO化も容易であるが、一方で従来のシステムに縛られることで産業界・国内審
議段階レベルでの無理解・体制の不備が日本発科学技術のISO化の困難にする可能性が判明した。現時点で痛みをともなった
としても、POPs条約等国際的化学物質規制に対応することが産業界の将来のために必要不可欠であることを政府所管・産業界
団体・社会へ向け広く発進・周知することで一時的ではあるがこれらの問題を解決することができたと考える。
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7 特許出願

なし。

8 国際標準化活動の成果

（1）水質─パーフルオロオクタンスルホナート
（PFOS）及びパーフルオロオクタン酸（PFOA）
─固相抽出及び液体クロマトグラフィ/質量分析
を用いる未ろ過サンプルのための方法
（H21.2 IS発行 ISO25101）

9 経済効果・波及効果

POPs条約の規制対象物質として2009年に追加され
たPFOSについて日本発の技術を国際標準化に結び
つけることに成功し、これにより国際的な化学物質
規制に日本が主導権を得ることが可能になり、産業
界の適切な育成に結びつくと考えられる。国際規格
化を達成した、液体クロマトグラフタンデム質量分
析計を用いたPFOS/PFOAの高感度分析法は、既に
デファクトスタンダードとして世界各国で広く使わ
れており、国際一流誌に公表された技術報告論文は
citation index 121の高い引用件数を誇っている。ま
た本国際規格であるISO25101自体は水試料分析法の
国際規格であるが、本規格で使用されている固相吸
着剤を用いる分析技術は一般環境試料や製品分析の
抽出液精製技術として最も優れた方法であり、今後
確立されるPFOS関連の分析技術の方向性を決める
マイルストーンとしての国際規格化が達成できた。
また本分析法開発で得られた知見の一部はPFOS
以外の関連物質の測定技術として応用できることを
確認し、産業界ニーズが今後確認された場合に速や
かに国際規格化が達成できると考えられる。本事業
成果は工業標準優先でほとんどサポートされてこな
かった環境標準について、日本の技術力を用いて
ISO国際標準分析法を世界へ提供できることを証明
し、環境立国日本として今後の標準化政策の手本と
なるべき成果といえる。特に2009年１月に発表され
た米国環境保護局（EPA）の飲料水ガイドラインに
対応するためには第三者的に信頼性が確認できる低
濃度試料分析技術を用いることが必須条件であり、
ISO国際標準分析法をガイドラインへ適用すること
で、国際的に整合性のとれた飲料水の安全管理が可
能になる。

10 平成21年度以降の展開

（1）ISO25101のJIS化を予定している。

（独）産業技術総合研究所

3 計画研究開発・標準化の推進組織等
（1）開発推進者：（独）産業技術総合研究所
（2）国際規格提案先：ISO/TC147（水質）
（3）国内審議団体：（社）産業環境管理協会
（4）幹事国：日本
（5）設置標準化委員会名称（委員長・主査）：基準認証
事業（H18-20）「新規POPs候補物質の分析法標準化」
運営委員会（委員長：土屋悦輝、（株）環境管理セン
ター）

4 研究開発段階（H12～H18年度）
（1）概要
PFOS研究の国際的パイオニアである米国ニューヨー
ク州立大学、Kannan博士との国際共同研究によって、
世界最高感度・高精度のPFOS分析技術を開発した。平
成17年に完成した本分析法用いて、9カ国、23機関によ
る国際ラウンドロビンテスト（精度確認試験）を行い、
その信頼性・有効性を国際的に証明した。この方法は飲
料水、地下水、表層水（河川水・海水等）中のPFOS
（2.0 ng/L～10000 ng/L）とPFOA（10 ng/L～10000 ng/L、
適切な希釈操作によりこれ以上の高濃度排水にも適用可
能）の定量に適用される。

5 国際標準化段階（H17～H20年度）
（1）標準化案審議状況
ISO25101（平成17年NP段階、平成18年WD段階、CD
段階、平成19年DIS段階、平成20年FDIS段階（結果的に
省略）、平成21年IS発行）
（2）賛同国作り
2000年よりの基礎研究・多数の研究報告により既にデ
ファクトスタンダードとして国際的に認められていたた
め不要。

6 学会等発表論文
①Taniyasu S, Kannan K, So MK, Gulkowska A, Sinclair E,
Okazawa T. Yamashita N: Analysis of fluorotelomer
alcohols, fluorotelomer acids, and short- and long-chain
perfluorinated acids in water and biota, Journal of
Chromatography A, 1093, 89-97, 2005
②Yamashita N, Kannan K, Taniyasu S, So MK, Okazawa
T, Lam PKS: The inter-laboratory trial of PFOS and
PFOA measurments in water samples（ISO/TC14/
SC2/WG56） , 27th International Symposium on
Halogenated Persistent Organic Pollutants（Dioxin
2007）, Tokyo, Japan, 2007.9
③Yamashita N, Taniyasu S, Kannan K, Yeung, LWY, Lam
PKS: The First Japanese inter-laboratory trial for perflu-
orochemical analysis in water（JIL-PFOS-2008）, using
the ISO method 25101: Performance Verification, 29th
International Symposium on Halogenated Persistent
Organic Pollutants（Dioxin 2009）, Beijing, China,
2009.8
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『製造用情報連携システムの標準化』

1 研究開発プロジェクトの概要

IT活用による企業システム改革の
一環として、顧客の要求を適時に提
供できる日本の製造業の強みを活か
した日本型生産システムへのIT活用
が求められている。日本型生産シス
テムでは、需要予測に基づく生産計
画への対応とともに、設計変更、生
産環境の変化等にもリアルタイムに
対応できる（いわゆる"すりあわせ
型生産"）ことが重要な要素となっ
ている。そこで、日本型生産システ
ムに、ITの最新技術を活用し、構築、
運用、保守といった生産システムの
ライフサイクルの視点から、製造装
置、工場ネットワークなど生産に必
要な機能アプリケーション（ソフト
ウェア）をシステムモデル（製造用
オートメーションオブジェクト）と
して構築する技術について研究開発
を行い、その成果を製造用情報連携
システムとして国際標準化を図った。

2 計画段階
（1）アイデアの創出
①現在の企業モデルに関する国際標準（審議中を含む）は、欧米のトップダウンアプローチによるフレームワークで構築さ
れており、それは、IEC 62264のNP原案（提案当時）に代表されるように製造業の企業モデルにも同様のアプローチによ
る標準化が進んでいた。これに対し日本の製造業は、ボトムアップのアプローチによってものづくりシステムの最適化が
行われていることが多いため、相容れない部分が多かった。このため、日本型生産システムの仕組みを取り入れた製造業
の企業モデル及びアプリケーション連携手法の標準化が望まれていた。
②日本型生産システムは、現場主導による“すりあわせ型”であることが多く、IT活用によるシステム全体の効率化が難し
かった。しかし、モデル化技術の発展及びXML等に代表される柔軟な情報連携技術の普及により、日本型生産システムを
コンピュータ上のモデルとして構築しやすくなった。
③欧米型アプローチによる企業モデルのソフトウェア（ERP）を導入する日本の製造業が増えてきたが、日本型生産システ
ムとの連携で苦労することが多く、生産指示、生産実績などがコンピュータの管理データと実際の進捗とが乖離する場合
が多くなってきて、IT化による業務効率向上が阻害されている。
④日系ものづくり企業の国外工場展開の増加。
本アイデアが出された平成14年当時、消費地での生産や低価格な労働力を求めて国外へ生産拠点を移す企業が増加し、
その工場建設にあたって国際標準への準拠を求められることが多く、日本型生産システムをそのままの形では導入出来な
い場合も発生していた。そのため、日本型生産システムに対応した国際標準の作成が求められていた。

（2）標準化に向けたポイント
①ISO/TC184及び同SC5の国内審議団体であったこと。
（財）製造科学技術センターはものづくりの世界ブランドである日本のISO/TC184の国内審議団体であるため、提案が受
け入れやすい環境にあるとともに、長年にわたり専門家を派遣しているため各国の信頼も厚いことが大変有利に働いた。
②日本型生産システムを表現出来るモデル技術が開発されたこと。
(1)アイデアの創出の②のとおり、日本型生産システムは、コンピュータで取り扱えるモデルとして一般化することが難
しかったが、モデル化技術の発展及び柔軟な情報連携技術の普及により、コンピュータ上のモデルとして構築しやすくな
った。その結果、国際標準原案の作成が可能となった。



71

4 研究開発段階（H16～H17年度）
（1）概要
製造業の代表的な加工組立分野における生産システムを調

査し、最新のモデル化技術、データ交換技術を活用した
「MES（Manufacturing Execution System）アプリケーション
連携技術」、「（製造用情報連携のための）汎用ゲートウェイ
構築技術」、「（製造用オートメーションオブジェクトとして
の）装置モデリング技術」による製造用情報連携システムの
開発及び実証を行い、その有効性を確認した。また、国際提
案を行うために標準化提案のフレームワークを検討し、それ
に沿った実証システムの構築を行うとともに、国際提案準備
として標準原案の作成及び関連国際会議等に積極的に参加
し、国際規格化のための基盤を確立した。
（2）共同開発
なし

8 国際標準化活動の成果
（1）産業オートメーションシステム及びその統合－相互運用性のための製造ソフトウェア能力プロファイリング－第５
部：多能力クラス構造によるプロファイルマッチングの方法論（H21.2 IS発行　ISO 16100-5:2009）

（2）企業管理システムの統合－第３部：製造操業マネジメントの活動モデル（H19.6 IS発行　IEC 62264-3:2007）

9 経済効果・波及効果
本成果の国際規格は、日本型生産システムに対応したものであり、これにより日本企業は、ISO・IECに準拠した企業シス
テム（生産システム）を採用していることになるため、国内外での企業活動が行いやすくなるものである。将来、ISO 9000
シリーズ、ISO 14000シリーズのように企業モデルの国際標準が企業活動として必須となった場合の対応が容易になると考え
られる。
また、本手法によるアプリケーション連携を適用することによる効果として、IEC/SB 3のアプリケーション・オブジェク
ト／イニシアティブメンバの専門家によると15～20％の生産システム構築時間の削減となるとの試算も出されている。

10 平成21年度以降の展開
（1）審議段階にある原案のIS化
（2）標準の普及推進

5 国際標準化段階（H16～H20年度）
（1）標準化案審議状況
①ISO 16100-5（ISO/TC 184/SC 5：平成19年NP段階、平成
21年CD段階、平成21年DIS段階）

②ISO 20242-4（ISO/TC 184/SC 5：平成17年NP段階、平成
19年CD段階、平成20年DIS段階、平成21年IS発行）

③IEC 62264-3（IEC/SC 65E：平成16年NP段階、平成17年
CD段階、平成18年DIS段階、平成19年IS発行）

（2）賛同国作り
①IEC 62264-4については、IEC/SC 65E/JWG 5 及び提
案元であるISA/SP95へ日本からエキスパートを参加
させ、日本のコンソーシアムによる同標準案に対応し
た標準化活動を紹介するとともに、ものづくりで成功
している日本型アプローチの有用性を説明し、各国の
エキスパート等の国際会議参加者の賛同を得た。
②ISO 20242-4については、20242の提案段階から提案国
のドイツならびに参加予定の各国と連携を図り、それ
ぞれのパートのエディタを分担するなど協調体制を構
築した。これには、長年ISO/TC184及び同SC5の国内
審議団体を担っていた経験（実績）が役に立った。
③ISO 16100-5については、本規格を審議するSC5/WG4
のコンビナーが日本人であることを最大限活用し、日
本型生産システムの有用性を各国のWG4エキスパー
トへ説明するとともに同パートのエディタを担当する
ことにより信頼・協調体制を確立した。

6 学会等発表論文
なし

7 特許出願
３件（日本、ドイツ、中国）

（財）製造科学技術センター

3 計画研究開発・標準化の推進組織等

（1）開発推進者：（財）製造科学技術センター
（2）国際規格提案先：ISO/TC 184/SC 5、IEC/SC 65E及び

ISO/TC 184/SC 5 /JWG 5
（3）国内審議団体：（財）製造科学技術センター

（ISO/TC 184/SC 5）
（社）日本電気計測器工業会
（IEC/SC 65E/JWG 5）

（4）幹事国：アメリカ
（5）設置標準化委員会名称（委員長・主査）：製造用情報
連携システム研究開発委員会（委員長：井手口哲夫）
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◆ 提案の採択者：TC又
はSC 

◆ 提案承認条件： 
1）Pメンバーによる投
票の過半数による
承認、かつ 

2）［ISO］承認したP
メンバーのうち5ヶ国
以上が、プロジェクト
開発への参加に同
意し、専門家を指名 
［IEC］Pメンバー総
数が 16 以下では4
ヶ国以上、17 以上
では5ヶ国以上 

1. 提案段階 

 NP提案 → NP承認 
 
 
 新業務項目提案 
 （NP）の採択 

◆ 既存WG又はPT、若
しくは新たに設置した
WG、又はPTにおいて、
専 門 家が作 業 原 案
（WD）を作成し、第一
次委員会原案（CD）
用の最終原案にまとめる 
（注）PTはIEC固有の組織  

 作業原案（WD）の作成 
 

2. 作成段階 

 NP業務 
→
 WD承認 

 計画に登録  （CD登録用） 
 

◆ 第一次委員会原案の回付 
（3ケ月）：TC又はSC 
◆ 委員会原案の承認条件：
TC又はSCのPメンバ
ーのコンセンサス又はP
メンバーによる投票の
2/3以上の賛成 

国代表組織からの意見取り上げ委員会
原案（CD）から国際規格案（ISO/DIS）、
投票用委員会原案（IEC/CDV）の作成 

3. 委員会段階 

 CD登録 → CD承認    （DIS/CDV登録用） 

CD登録 
起点から 
※［ISO］12ケ月 
［IEC］12ケ月 

WD検討開始 
起点： 
NP登録時 

「ISO/IEC  専門業務用指針　第一部 専門業務の手順 2009」からの抜粋

用 語 説 明
ISO（国際標準化機構）、IEC（国際電気標準会議）、JTC1（合同専門委員会）、TMB（技術管理評議会）、
TC（専門委員会）、SC（分科委員会）、WG（作業グループ）、PT（プロジェクトチーム（IEC））
TR（技術報告書）、TS（技術仕様書）、PAS（公開仕様書）、
NP（NWIP：新業務項目提案）、WD（作業原案）、CD（委員会原案）、DIS（国際規格案（ISO））、CDV（投票用委員会原案（IEC））、FDIS（最終
国際規格案）、IS（国際規格）

Ⅳ. 国際規格作成のプロセス

1. 国際規格作成の手順

◆ 国際規格は国際標準化機関（ISO、IEC）の専門委員会（TC）及び分科委員会（SC）に
よって、次の六つの段階を経て作成されます。

新業務項目提案（NP）

提案者： 提案対象：
―国代表組織 ―新規格
―当該のTC又はSCの幹事国 ―既存規格の新規のパート
―他のTC又はSC ―（ISOの場合）
―リエゾン機関 ・既存規格又はパートの改正（revision）
―TMB又はその諮問グループの一つ ・既存規格又はパートの追補（amendment）
―事務総長 ―TS又はPAS
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◆ 国際規格案 /投票用委
員会原案に対する投票
（5ケ月投票）：全ての
国代表組織 

◆ 国際規格案 /投票用委
員会原案承認条件： 
1）TC 又はSCの Pメ
ンバーによる投票の
2/3 以上が賛成し、
かつ 

2）反対が投票総数の
1/4以下 

◆ 最終国際規格案に対す
る投票（２ケ月投票）：
全ての国代表組織 

◆ 最終国際規格案承認
条件： 
1）TC又はSCのPメ
ンバーによる投票の
2/3 以上が賛成し、
かつ 

2）反対が投票総数の
1/4 以下 

※ ISO推奨規格開発期間36ケ月の場合 

DIS/CDV登録 
起点から 
※［ISO］18ケ月 
［IEC］24ケ月 

4. 照会段階 
 
 ISO/DIS登録 　　 DIS/CDV承認 

IEC/CDV登録 　　 （FDIS登録用） 
 

 FDIS登録 → FDIS承認 

   
（発行用）

 
  
 国代表組織から 
 FDISの承認取付 
 
 

 6. 発行段階 
 
 
 
 
 

 国際規格（IS） 
 

  
 国際規格の印刷・配布 
  

IS発行 
起点から 
※［ISO］36ケ月 
［IEC］36ケ月 

FDIS登録 
起点から 
※［ISO］30ケ月 
［IEC］33ケ月 

定期的見直し 

国代表組織からの意見取り上げ 
最終国際規格案（FDIS）の作成 

→ 

 

5. 承認段階 

［ISO］ 
国際規格の定期的見直し
（発行から3 年目、2 回
目以降は5年毎） 
［IEC］ 
予め定めた時期に見直し 



74

2. 国際標準化機関（ISO/IEC）の専門委員会一覧

ISO（国際標準化機構）
TC1 ねじ

TC2 締結用部品

TC4 転がり軸受

TC5 金属管及び管継手

TC6 紙、板紙及びパルプ

TC8 船舶及び海洋技術

TC10 製図、製品の確定方法、関連文書

TC11 ボイラ及び圧力容器

TC12 量、単位、記号、換算率及び換算量

TC14 機械の軸及び付属品

TC17 鋼

TC18 亜鉛及び亜鉛合金

TC19 標準数

TC20 航空機及び宇宙機

TC21 消防器具

TC22 自動車

TC23 農業用トラクタ及び機械

TC24 ふるい、ふるい分け及びふるい
分け法以外の粒子径測定方法

TC25 鋳鉄

TC26 銅及び銅合金

TC27 固体燃料

TC28 石油製品及び潤滑油

TC29 工具

TC30 管路における流量測定

TC31 タイヤ、リム及びタイヤバルブ

TC33 耐火物

TC34 農産食品

TC35 ペイント及びワニス

TC36 映画

TC37 専門用語、言語、内容の情報資源

TC38 繊維

TC39 工作機器

TC41 プーリ及びベルト（Vベルトを含む）

TC42 写真

TC43 音響

TC44 溶接

TC45 ゴム及び製品

TC46 情報とドキュメンテーション

TC47 化学

TC48 実験用装置

TC51 ユニットロード用パレット

TC52 小型金属缶

TC54 精油

TC58 ガス容器

TC59 ビルディングコンストラクション

TC60 歯車

TC61 プラスチック

TC63 ガラス容器

TC67 石油及び天然ガス工業用材料
及び装置

TC68 ファイナンシャルサービス

TC69 統計的方法の適用

TC70 往復動内燃機関

TC71 コンクリート、鉄筋コンクリート
及びプレストレストコンクリート

TC72 繊維機械及び附属品

TC74 セメント及び石灰

TC76 医療用輸血装置

TC77 繊維強化セメント製品

TC79 軽金属及び同合金

TC81 農薬の名称

TC82 鉱山

TC83 スポーツ用品及びレジャー用品

TC84 医療用注射器及び注射針

TC85 原子力

TC86 冷凍技術及び空気調和技術

TC87 コルク

TC89 木質系パネル

TC91 界面活性剤

TC92 火災安全

TC93 でん粉（同製品及び副産物を含む）

TC94 個人安全－保護衣及び保護具

TC96 クレーン及び関連装置

TC98 構造物の設計の基本

TC100 伝動用及びコンベア用チェーン
並びにスプロケット

TC101 連続搬送装置（コンベアホイスト）

TC102 鉄鉱石及び還元鉄

TC104 貨物コンテナ

TC105 ワイヤロープ

TC106 歯科

TC107 金属及び無機質皮膜

TC108 機械振動及び衝撃

TC109 オイル及びガスバーナ

TC110 産業車両

TC111 巻上げ用リンクチェーン、
フック及び附属品

TC112 真空技術

TC113 開水路における流量測定

TC114 時計

TC115 ポンプ

TC117 工業用送風機

TC118 圧縮機、空気圧工具、空気圧
機械、空気圧装置

TC119 粉末冶金材料及び製品

TC120 皮革

TC121 麻酔装置及び人工呼吸器関連装置

TC122 包装

TC123 平軸受

TC126 タバコ及びタバコ製品

TC127 土工機械

TC128 ガラス工場、パイプライン
及び附属物

TC129 アルミニウム鉱石及び鉱物

TC130 印刷技術

TC131 油圧、空気圧システム及び
要素機器

TC132 フェロアロイ

TC133 衣料品のサイズシステムと表示

TC134 肥料及び土壌改良材

TC135 非破壊試験

TC136 家具

TC137 履物のサイズ指定及び表示システム

TC138 流体輸送用プラスチック管、
継手及びバルブ類

TC142 空気及びその他のガスの清浄装置

TC144 空気供給及び拡散

TC145 図記号

TC146 大気の質

TC147 水質

TC148 ミシン

TC149 自転車

TC150 外科用体内埋没材

TC152 ギブス、ギブス用石こう及び
ギブス用品

TC153 バルブ

TC154 行政・商業・工業用書式及び
記載項目

TC155 ニッケル及びニッケル合金

TC156 金属及び合金の腐食

TC157 避妊具

TC158 ガス分析

TC159 人間工学

TC160 建築用ガラス

TC161 熱発生装置の制御及び安全装置

TC162 ドア及び窓

TC163 断熱

TC164 金属の機械試験

TC165 木質構造

TC166 食卓用陶磁器・ガラス器

TC167 鋼構造及びアルミニウム構造

TC168 義肢及び装具

TC170 外科用器具

TC171 文書画像アプリケーション

TC172 光学及びフォトニクス

TC173 障害者の補助製品

TC174 ジュエリー

TC175 ほたる石

TC176 品質管理及び品質保証

TC177 キャラバン

TC178 リフト、エスカレータ、動く歩道

TC179 組石造

TC180 太陽エネルギー

TC181 おもちゃの安全性

TC182 地盤工学

TC183 銅、鉛、亜鉛及びニッケルの
鉱石並びに精鉱

TC184 産業オートメーションシステム
及びインテグレーション

TC185 超過圧力に対する保護用安全機器

TC186 刃物類及び金属製卓上用・
装飾用容器

TC188 スモールクラフト

TC189 陶磁器質タイル

TC190 地盤環境

TC191 人道的わな

TC192 ガスタービン

TC193 天然ガス

TC194 医用・歯科用材料及び機器の
生物学的評価

TC195 建設用機械及び装置

TC196 装飾用宝石

TC197 水素技術

TC198 ヘルスケア製品の滅菌

TC199 機械類の安全性

TC201 表面化学分析

TC202 マイクロビーム分析

TC203 技術エネルギーシステム

TC204 高度道路交通システム（ITS）

TC205 建築環境設計

TC206 ファインセラミックス

TC207 環境管理

TC208 産業用熱タービン

TC209 クリーンルーム及び関連制御環境

TC210 医療用具の品質管理と関連す
る一般事項

TC211 地理情報

TC212 臨床検査及び体外診断検査
システム

TC213 製品の寸法・形状の仕様及び評価

TC214 昇降式作業台

TC215 保健医療情報

TC216 履物

TC217 化粧品

TC218 木材

TC219 床敷物

TC220 極低温容器

TC221 ジオシンセティック

TC222 パーソナルファイナンシャル
プランニング

TC223 社会セキュリティ

TC224 飲料水供給及び下水サービス

TC225 市場調査

TC226 一次アルミニウム製造用材料

TC227 ばね

TC228 観光及び関連サービス

TC229 ナノテクノロジー

TC230 （PC）心理分析サービス

TC231 （PC）ブランド価値評価

TC232 人材育成と非公式教育サービス

TC234 漁業・水産・養殖

TC235 （PC）信用評価

TC236 （PC）プロジェクトマネジメント

TC237 （PC）展示会用語

TC238 固体バイオ燃料

TC239 （PC）公共料金の課金方法

TC240 （PC）製品リコール

TC241 （PC）道路安全マネジメント

TC242 （PC）エネルギーマネジメント

TC243 （PC）消費生活用製品安全

TC244 工業炉

TC245 （PC）中古品の越境貿易

TC246 （PC）偽装防止ツール

TC247 （PC）不正行為対策及び管理

JTC1 情報技術

TMB 技術管理評議会

CASCO 適合性評価委員会

DEVCO 発展途上国対策委員会

COPOLCO 消費者政策委員会

REMCO 標準物質委員会
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IEC（国際電気標準会議）
TC1 用語

TC2 回転機

TC3 情報構造、ドキュメンテーシ
ョン及び図記号

SC3C 機器・装置用図記号

SC3D 電子部品のデータ要素

TC4 水車

TC5 蒸気タービン

TC7 架空電気導体

TC8 電力供給に関わるシステム
アスペクト

TC9 鉄道用電気設備とシステム

TC10 電気機器に用いる流体

TC11 架空送電線路

TC13 電力量計測・負荷制御装置

TC14 電力用変圧器

TC15 固体電気絶縁材料

TC16 マンマシーンインタフェース、
表示及び識別に関する基本と安
全原則

TC17 開閉装置及び制御装置

SC17A 高圧開閉装置及び制御装置

SC17B 低圧開閉装置及び制御装置

SC17C 高圧開閉装置及び制御装置組立品

SC17D 低圧開閉装置及び制御装置組立品

TC18 船舶並びに移動及び固定式海
洋構造物の電気設備

SC18A ケーブル及びケーブルの敷設

TC20 電力ケーブル

TC21 蓄電池

SC21A アルカリ蓄電池及び酸を含ま
ない蓄電池

TC22 パワーエレクトロニクス

SC22E 安定化電源装置

SC22F 送配電システム用パワーエレ
クトロニクス

SC22G 可変速電気駆動システム

SC22H 無停電電源システム（UPS）

TC23 電気用品

SC23A 電線管システム

SC23B プラグ、コンセント及びスイッチ

SC23C 国際形プラグ及びコンセント
システム

SC23E 住宅用遮断器

SC23F コネクタ

SC23G 機器用カプラー

SC23H 工業用プラグ及びコンセント

SC23J 機器用スイッチ

TC25 量及び単位

TC26 電気溶接

TC27 工業用電気加熱装置

TC28 絶縁協調

TC29 電気音響

TC31 爆発性雰囲気で使用する機器

SC31G 本質安全防爆

SC31J 危険場所の分類及び設置要件

SC31M 爆発性雰囲気で使用する非電
気機械器具と保護システム

TM32 ヒューズ

SC32A 高電圧ヒューズ

SC32B 低電圧ヒューズ

SC32C ミニチュアヒューズ

TC33 電力用コンデンサ

TC34 電球類及び関連機器

SC34A 電球類

SC34B 電球類口金・受金及びソケット

SC34C 放電灯用付属品

SC34D 照明器具

TC35 一次電池

TC36 がいし

SC36A ブッシング

SC36B 架空線路用がいし

SC36C 変電所用がいし

TC37 避雷器

SC37A 低電圧サージ防護デバイス
（SPD）

SC37B サージアレスタ及びサージ
防護デバイス用部品

TC38 計器用変成器

TC39 電子管

TC40 電子機器用コンデンサ及び抵抗器

TC42 高電圧試験方法

TC44 機械類の安全性－電気的側面

TC45 原子力計測

SC45A 原子力施設の計測制御

SC45B 放射線防護計測

TC46 通信用伝送線及びマイクロ波
受動部品

SC46A 同軸ケーブル

SC46C 平衡ケーブル

SC46F 無線及びマイクロ波受動回路部品

TC47 半導体デバイス

SC47A 集積回路

SC47D 半導体パッケージ

SC47E 個別半導体デバイス

SC47F MEMS

TC48 電子機器用機構部品

SC48B コネクタ

SC48D 電子装置の機械的構造

TC49 周波数制御・選択デバイス

TC51 磁性部品及びフェライト材料

TC55 巻線

TC56 ディペンダビリティ

TC57 電力システム管理及び関連す
る情報交換

TC59 家庭用及びこれに類する電気
機器の性能

SC59A 電気食器洗機の性能

SC59C 加熱機器の性能

SC59D 家庭用電気洗濯機の性能

SC59F 電気掃除機の性能

SC59K 電子レンジ、オーブン及び
類似器具の性能

SC59L 小型家電器具の性能

TC61 家庭用電気機器の安全性

SC61B 電子レンジの安全性

SC61C 電気冷蔵庫の安全性

SC61D 家庭用空調機器の安全性

SC61E 業務用調理器具の安全性

SC61H 農場機具の安全性

SC61J 業務用掃除機

TC62 医用電気機器

SC62A 医用電気機器の共通事項

SC62B 画像診断機器

SC62C 放射線治療、核医学機器及び
線量計

SC62D 医用電子機器

TC64 電気設備及び感電保護

TC65 工業プロセス計測制御

SC65A システム一般

SC65B 装置

SC65C デジタルデータ伝送

SC65E エンジニアリング及び管理

TC66 計測、制御及び研究用機器の
安全性

TC68 磁性合金及び磁性鋼

TC69 電気自動車及び電動産業車両

TC70 外郭による保護等級の分類

TC72 家庭用自動制御装置

TC73 短絡電流

TC76 レーザ機器の安全性

TC77 電磁両立性

SC77A 低周波現象

SC77B 高周波現象

SC77C 高電磁界過渡現象

TC78 活線作業

TC79 警報システム

TC80 舶用航海及び無線通信装置と
システム

TC81 雷保護

TC82 太陽光発電システム

TC85 電磁気量計測器

TC86 ファイバオプティクス

SC86A 光ファイバ及び光ファイバケーブル

SC86B 光ファイバ接続デバイス及び
光受動部品

SC86C 光ファイバシステム及び
光能動部品

TC87 超音波

TC88 風力タービン

TC89 耐火性試験

TC90 超電導

TC91 電子実装技術

TC93 デザインオートメーション

TC94 補助継電器

TC95 メジャリング継電器及び保護装置

TC96 1100V以下の変圧器、リア
クトル、電源ユニット等

TC97 空港の照明及びビーコンに
係る電気設備

TC99 交流1kV超過・直流1.5kV
超過の電力設備のシステムエ
ンジニアリング及び施工

TC100 オーディオ・ビデオ・マルチ
メディアシステム及び機器

（TA1） 放送用エンドユーザ機器

（TA2） 色彩計測及び管理

（TA4） デジタルシステムインタフェース

（TA5） テレビ、サウンドシグナル及
びインタラクティブサービス
のケーブルネットワーク

（TA6） 業務用ストレージ

（TA7） 民生用ストレージ

（TA8） マルチメディアホームサーバ
システム

（TA9） エンドユーザネットワーク用
AVマルチメディアアプリケ
ーション

（TA10） マルチメディア電子出版及び
電子書籍

（TA11） AVマルチメディアシステム
のクオリティ

TC101 静電気

TC103 無線通信用送信装置

TC104 環境条件、分類及び試験方法

TC105 燃料電池

TC106 人体ばく露に関する電界、
磁界及び電磁界の評価方法

TC107 航空用電子部品のプロセスマ
ネジメント

TC108 オーディオ・ビデオ、情報技術、
通信技術分野における電子機器
の安全性

TC109 低圧系統内機器の絶縁協調

TC110 フラットパネルディスプレイ
TC111 電気・電子機器、システムの

環境規格

TC112 電気絶縁材料とシステムの
評価と認定

TC113 電気・電子分野の製品及び
システムのナノテクノロジー

TC114 海洋エネルギー（波力・
潮力変換）

TC115 100kVを超える高電圧直流
送電システム

TC116 手持ち電動工具の安全性

CISPR 国際無線障害特別委員会

CISPR/ 無線妨害波測定及び統計的手法
SC A

CISPR/ 工業用、科学用及び医療用高
SC B 周波利用設備並びに架空送電

線、高電圧機器及び電気鉄道
からの妨害

CISPR/ 自動車及び内燃機関が駆動す
SC D る装置の電気・電子装備品に

関する妨害

CISPR/ 家庭用機器、工具、照明機器
SC F 等に関する妨害

CISPR/ 無線業務の保護基準
SC H

CISPR/ 情報技術装置、マルチメディア
SC I 機器及び放送用受信機に関す

るEMC

CISPR/ 運営委員会
SC S

2009年9月末現在
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3. 国際規格（IS）以外の規格類（Deliverables）
（「ISO事業概要2009 関連資料A」からの抜粋）

ISOでは、理事会決議（7及び21/1998）、TMB決議（51/1998）によって、従来の技術報告書（TR）に加え、ISO作業グ
ループ内の技術的な専門家の間でのコンセンサス、または、ISO委員会内で得られた国際的なコンセンサスを示す新しい規
格類（Deliverables）を発行することができるようになった。また、今後ISOが、透明性やコンセンサスのレベルがより低
い手順によってISOシステム外で作成された文書を採用する可能性も承認された。以下はそれらの規格類の概要である。

標準化の対象がまだ作成段階であるが、他の理由から国際規格の発行に関する合意が将来的には可能としても、直ちに
は得られないという場合、TCまたはSCは、新規業務項目提案の承認時に技術仕様書（TS）の発行が妥当であると決定で
きる。このような技術仕様書の作成手順は、ISO/IEC専門業務指針の作成段階及び委員会段階の項で規定されているもので
なければならない。作成した文書をTSとして発行するとの決定を下すには、TCまたはSCの投票Pメンバーの3分の2の賛
成票を必要とする。
TCまたはSCは発行後3年以内に、その後は3年ごとにTSの見直しを行わなければならない。この見直しの目的は、TSの

発行に至った状況を再検討し、また可能であれば、TSに変わる国際規格の発行に必要な合意を得ることである。

（1）技術仕様書（Technical Specifications ：TS）

公開仕様書（PAS）は、ISOの場合には国際規格の完成に先立って発行される中間仕様書であり、規格としての要求事項
を満たしていない文書である。カテゴリーAまたはDリエゾン団体、およびTCまたはSCのPメンバーは、PASの提出を提
案できる。
PASは関連委員会がその体裁を検証し、また、現行国際規格と矛盾がないことを確認した上で、当該委員会の投票Pメン

バーの単純過半数の承認を得た後に発行される。PASの初版の有効期限は最長3年間である。この有効期限は、3年のみ延
長できる。その後は改正され、別のタイプの規範文書となるか、または廃止される。

（2）公開仕様書（Publicly Available Specifications：PAS）

TCまたはSCが、通常は国際規格として発行されるものとは異なる種類のデータ（例えば、各会員団体で実施された調査
データ、他の国際機関の作業に関するデータ、特定の主題に関する各会員団体の規格の「現状調査」のデータなどが含ま
れる）を収集した場合、TCまたはSCは、投票Pメンバーの単純過半数を得た上で、これらのデータを技術報告書（TR）の
形で発行するよう事務総長に要請することを決定することができる。この文書は、元々全くの参考のための文書であり、
これが規定であることを暗示するような内容を含んではならない。この文書では、その主題に関する国際規格で取り扱わ
れるか、または取り扱われるであろう主題の強制規定的側面との関係を明確に説明しなければならない。事務総長は、必
要に応じて、TMBと協議の上、その文書をTRとして発行するかどうかを決定する。
TRは、担当委員会が定期的に見直して、常に妥当性の存在を確認することが望ましい。

（3）技術報告書（Technical Reports：TR）

特定のテーマについて、一つまたは複数のIWAを作成する目的でISOワークショップを開設する提案は、ISO会員団体、
リエゾン団体、法人などを含め、いずれの団体から出されてもよい。ISOの会員団体またはリエゾン団体でない組織、もし
くは活動範囲が国際的でない組織は、当該国のISO会員団体にこのような提案を提出する意志を連絡しなければならない。
提案は、承認のためにTMBへ回付される。提案が承認された場合にTMBは、IWA主催者となり、提案者に対し事務的及

び物的支援を提供する意思のある会員団体を決定する。
IWAは考えられる将来の措置またはワークショップ規格類の改正に関する勧告を含め、形成されたワークショップコン

センサスについての記述がなければならない。
発行後3年が経過した時点で、ワークショップ幹事国を勤めた会員団体には、市場関係者及び必要であれば、一つまたは

複数の関連ISO委員会と協議の上、IWAの見直しを計画することが求められる。見直しの結果は、IWAをさらに3年間承認
する、IWAを廃止する、またはISOの別の規格類として更に処理するために提出する、のいずれかとなる。
IWAは最長で6年間存在させることが出来るが、その後は廃止するか、別のISO規格類にならなければならない。

（4）国際ワークショップ協定（International Workshop Agreements：IWA）

ISとISO規格類との比較

 

 
IS（＋Amd） 

TS 

TR 

PAS 

IWA

Status 

 
規範 

規範 

参考 

規範 

規範 

コンセンサスレベル 

 
全メンバー 

ISO委員会 

ISO委員会 

ISO委員会 

ワークショップ 

出版時の承認基準 

投票したPメンバーの賛成：2/3以上 
（反対：投票総数の1/4以下） 

投票したPメンバーの賛成：2/3以上 

投票したPメンバーの賛成：過半数 

投票したPメンバーの賛成：過半数 

ワークショップ 

見直し/存続期間 

初回3年　後5年毎 
制限なし 

3年毎、制限なし　IS化可 

制限なし 

3年（最長6年間）　IS化可 

3年（最長6年間）　IS化可 
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